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Preface 
 
 
 
 
 
 
 

Che-Jen Su 
Professor of Restaurant, Hotel and Institutional Management 

Fu Jen Catholic University 
Taipei, Taiwan 

  

 

As a forum of interdisciplinary and cross-cultural studies, the Journal of Morisita Memorial 
Research (JMMR) acts as a linkage between academicians and practitioners in the fields of tourism, 
hospitality, leisure, and their related areas. JMMR is also an appropriate outlet for manuscripts 
designed to be of interest to its audience of professionals and scholars. We would like to thank our 
reviewers for having been so professional in evaluating submissions and proposing comments 
which help the authors to refine their valuable research outcomes. 

By way of strict reviewing and screening process, we selected three excellent articles from 
submissions for this issue which meet the audience’s need for inspiring topics. The first paper by 
Tomonori Oshima presents the results of study on how to employ the concept and logic of revenue 
management to ryokan business operation. This approach will support ryokan managers to craft 
their business strategies in a more integrated perspective that maximizes profitability. In the second 
paper by investigating behaviour of inbound tourists from China and Japan to South Korea, 
JungSoon Lee depicts the profile of these markets of lodging products. The author proposes policy 
makers managerial implications that guide them to improve the quality of strategic planning and 
implementation. The third paper by Marica Mazurek aims to extend the theory of brand equity 
models to settings of tourism destinations. Throughout conveyed in this article the author 
demonstrates that brand equity research in tourism destinations is still underdeveloped and there is a 
call for more endeavour to make on this research issue.  

We thank you very much for your interest in JMMR. For submissions guidelines and 
requirements, please refer to the manuscript guidelines at the end of this publication. We are 
looking forward to receiving submissions from you. 
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【 論 文 】 

旅館業へのレベニュー・マネジメントの適用に関する一考察 
A Study about Adapting Revenue Management to Ryokan Business 

 

大島 知典 ∗ 

OSHIMA Tomonori 
 

【要  旨】 

 本稿では、レベニュー・マネジメントの基本的な概念を整理した上で、旅館業への適用可能性について検討を

行っている。レベニュー・マネジメントは、顧客と企業の両者に利益をもたらすべく、価格管理や在庫管理を通

じて売上を最適化するプロセスであり、サービスを提供し、収容能力が硬直的で固定費率が高く、一方で需要が

周期的に変動する事業で効果を発揮する。レベニュー・マネジメントは、旅館業においても大いに効果を発揮す

ることが期待されるが、その適用にあたっては、宿泊客ベースの事業から客室ベースの損益管理へと転換し、宿

泊と飲食に部門別損益管理を導入した上で、飲食サービスのレベニュー・マネジメントの適用も検討しなければ

ならないという課題が存在することが明らかになった。 
 

Keywords：レベニュー・マネジメント、マーケティング志向、戦略的価格設定、ホスピタリティ産業、旅館業 

 

Ⅰ．はじめに 
１．研究の背景 

近年、国際観光の進展と相まってホスピタリティ産業 1が大きな注目を集めている。観光によ

る交流人口の拡大は、地域の幅広い産業に消費の増加や雇用の創出といった経済効果をもたらす

ことが期待されている 2。とりわけ、ここ数年において成長著しい訪日外国人旅行いわゆる「イ

ンバウンド」は、外貨獲得の新規輸出産業としての可能性も秘めている。しかしながら、観光に

よってもたらされる経済効果への期待とは裏腹に、実際のところ、多くの観光事業者が経営的な

苦境に立たされており、その中でも深刻な状況に陥っているのが旅館業である。 

日本の宿泊業界は、1960 年代から 1970 年代にかけての旅行ブーム、レジャーブームに呼応し、

その市場規模を拡大し続けてきた。しかし、バブル経済が崩壊した 1991 年の 4.8 兆円をピーク

に縮小傾向に転じ、2011 年には 2.4 兆円と半減している。これは、2008 年のリーマンショック

や 2011 年の東日本大震災といった一時的なマイナス要因によるものであるため、それ以前の水

準である 3 兆円程度にまで回復することが十分に見込まれるものの、市場規模の縮小は長期のト

 
∗ 立命館大学 大学院 経営学研究科 博士後期課程 3 回生 

Graduate School of Business Administration, Doctor’s Course, Ritsumeikan University. 
1 小沢（1999）によれば、ホスピタリティ産業は「サービス産業の中でも特にホスピタリティという補助的要

素の強い産業群であり、製品の販売上において、重要な機能として直接顧客と接することを行う産業である。

現実の産業を見るならば、Hospitality（飲食店業・ホテル・会議場・マリーナ等）、Attractions and 
Entertainment（テーマパーク・観光地等）、Transportation（航空機業界・電鉄・バス等）、Travel 
Facilitation and Information（旅行業者等）」と定義されている。（小沢道紀「ホスピタリティに関する一考

察」『立命館経営学』第 38 巻、第 3 号、1999 年、186 頁。） 
2 観光庁「観光立国実現に向けた取り組み」2010 年、Web: http://www.mlit.go.jp/common/000131293.pdf、 
2016 年 9 月 13 日閲覧。 
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レンドとして定着しているといえよう。ところが、その内訳を見ると、ホテル業は微増傾向で推

移しているのに対し、宿泊市場の大半を占めていた旅館業は半減している（図１）。 

 

図 1 宿泊業界の市場規模の推移 

 
出典：社会経済生産性本部『レジャー白書 2015』より筆者作成。  

 

旅館は日本の伝統的な宿泊施設だけあって、1957 年時点で既に施設数は 55、515 軒、客室数

は 423、672 室であったが、旺盛な旅行需要に後押しされて飛躍的に増加し、施設数は 1980 年に

83、226 軒、客室数は 1987 年に 1、027、536 室にまで達した。しかし、それをピークに旅館の

施設数は減少基調に転じ、2014 年には 41、889 軒と旅行ブーム・レジャーブームが始まった当

初の水準を下回っている。ちなみに、旅館の客室数も減少基調にあるが、平均客室数については

一貫して増加を続けていることから、小規模旅館が減少していることが窺える。一方、ホテルは

1970 年の施設数 454 軒、客室数 40、652 室から増加基調で推移し続け、2014 年には施設数 9、

978 軒、客室数 834、588 室となっている。従来、日本の宿泊業界は施設数・客室数ともに旅館

がホテルを凌駕するという構造であったが、2009 年にはホテルの客室数が旅館を上回るという

逆転現象が起こっている。以降、その差は次第に開きつつあることから、客室ベースではホテル

が日本における主流の宿泊施設となりつつある（図２）。 
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図２ 宿泊業界の施設数・客室数の推移

 
出典：厚生労働省「衛生行政報告例」より筆者作成。  

 

２．問題の所在 

バブル崩壊後、旅館・ホテルの倒産件数は増加基調にあり、2000 年から 2003 年には 100 件を

超える倒産が続いた（図３）。その後、2004 年、2005 年は減少したものの、2006 年以降は依然

として高水準で推移している。負債額合計については、1990 年以降に増加基調にあったものが、

2001 年をピークに減少基調に転じ、近年ではバブル崩壊前後の水準に落ち着きつつある。負債規

模別の倒産動向を見ると、1990 年には負債額 10 億円未満の倒産が 9 割以上を占めていたが、負

債額 10 億円以上の構成比が年々増加し、2000 年代には負債額 10 億円以上の倒産が全体の 3 割

以上を占めるようになった。とりわけ 2000 年から 2003 年にかけては負債額 50 億円以上の大型

倒産の増加が顕著で、銀行からの多額の借り入れを元にした設備投資や経営計画の失敗が主な要

因であったとされる。それに対し、2004 年以降には倒産の小規模化が進んでおり、その内実は、

過去の設備投資が負担となった脆弱な財務体質の上、業界不振や販売不振によって慢性的な売り

上げ減少に陥った、いわゆる競争力の低い旅館・ホテルの倒産が大幅に増加している。ちなみに、

近年では、旅館業の約 9 割が慢性的赤字、あるいは経営不振に陥っていると言われている。 

 

図３ 旅館・ホテルの倒産動向 

 
出典）帝国データバンク「旅館・ホテル業界の倒産実態調査（2004）」および  

「旅館・ホテル経営業者の倒産動向調査（2009-2016）」より筆者作成。  
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今日、ホスピタリティ産業において、企業が事業活動を継続するためには、「レベニュー・マネ

ジメント（Revenue Management）」つまり売上管理をいかに実現するかが重要であると考えら

れている。しかしながら、旅館業は一部を除きそのほとんどが家業的経営であり、とりわけ不振

旅館では収益管理が杜撰な傾向にある 3。宿泊旅行需要が堅調に増加した成長市場においては家

業的経営でも問題なかったが、旅行形態が団体旅行から個人旅行へとシフトし、旅行者のニーズ

高度化・多様化した成熟市場にあっては、もはや家業的経営では利益を計上することが困難とな

っている。そのため、旅館業が事業活動を継続するためには、計画的な収益管理を実践すること

が強く求められている。 

 

3．研究の目的と方法 

 以上より、本稿ではホスピタリティ産業において注目を集めているレベニュー・マネジメント

の旅館業への適用可能性について検討することを目的とする。同じ宿泊業であっても、旅館業と

ホテル業ではビジネスモデルがいくつかの点で異なるため、ホテル業におけるレベニュー・マネ

ジメントをそのまま旅館業に適用できるとは限らないのである。ちなみに、本稿では紙面の都合

上、レベニュー・マネジメントのいくつかのプロセスのうち、その基盤となる価格設定のプロセ

スに注目している。 

 本稿の構成は以下の通りである。第２章ではレベニュー・マネジメントの基本的な概念につい

ての整理を行う。第３章ではレベニュー・マネジメントにおける効果的な価格設定の方法とされ

る戦略的価格設定について概観する。第４章では旅館業へのレベニュー・マネジメントの適用可

能性、ならびに適用にあたっての課題について考察を行い、最後に今後の研究における方向性に

ついて示唆する。 

 

Ⅱ．レベニュー・マネジメントの概念 
１．レベニュー・マネジメントとは 

 そもそも、レベニュー・マネジメントは、1970 年代の航空規制緩和に伴って航空運賃の値下げ

競争が激化した、アメリカの航空業界において発達した収益管理手法である。1970 年代前半に英

国航空（現在のブリティッシュ・エアウェイズ）がアーリーバード（early bird）、すなわち早期

予約割引運賃を導入したのが世界初ではあるが、1970 年代後半にはアメリカの航空各社も割引

運賃を導入している 4。本格的なレベニュー・マネジメントの手法として知られるのが、アメリ

 
3 細谷亮夫「銀行（債権者）からみた温泉旅館の特徴と経営上の問題点」『旅館・ホテル経営の再生と実務』経

済法令研究会、2003 年、21 頁。 
4 テキサス航空が 1977 年に閑散期の特定の路線に大幅な割引運賃を試行した「ピーナッツフェア」や、アメリ

カン航空がフライトの 3 週間前までに予約を入れた場合に特別運賃を適用した「スーパーセイバー」が挙げら

れる。 
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カン航空の元会長および CEO であった Robert Crandall が 1980 年代半ばに導入した「イール

ド・マネジメント（Yield Management）」である。イールド・マネジメントとは、需要の変動に

応じて商品の販売価格を操作することで売上を最大化する手法であり、航空業界のみならず、鉄

道や船舶、ホテル、映画館やスタジアムホール運営などにも広く適用されている 5。 

 しかしながら、David and Allisha（2014）は、イールド・マネジメントは導入された当時は画

期的な手法であったものの、インターネットの出現によって時代遅れのものとなってしまったこ

とを指摘している 6。需要に応じて絶えず価格を変動させることで売上の最大化を図るイールド・

マネジメントが機能するためには、様々な供給者の提示価格に関して消費者の知識が乏しい状態

であることが前提となる。インターネットが普及する以前においては、消費者が航空運賃や客室

レートを容易に比較検討することは不可能であったが、今日、ほとんどの消費者が販売価格に関

する豊富な知識を持っており、一物多価の状況から最安値の商品を選択することができる状況に

ある。あくまでイールド・マネジメントは供給者の論理に基づく手法であって、顧客満足の実現

とは乖離したものであることから、現代社会では十分な効果を発揮することができない上に、理

不尽な価格戦略は不正取引の取締対象あるいは消費者の批判対象ともなりえる。 

レベニュー・マネジメントとは、初期の研究に貢献した Robert（1997）によれば、「適切な商

品を、適切なタイミングで、適切な顧客に、適切な販売チャネルを通じて、適切な価格で販売す

ることで、収益を最大化すること 7」と定義されている。会計上、企業にもたらされる利益（profit）

は、事業の全収入すなわち売上（revenue）から、事業の全費用（cost、 expense）を差し引いた

もので、数式では「利益＝売上－費用」と示される。こうした理解の下、利益を増加させる最も

単純な方法を考えると、費用を減少させる方法と売上を増加させる方法との 2 つがある。費用を

減少させる方法は一般的に費用削減いわゆるコストカットと呼ばれるものであり、売上を増加さ

せる方法がレベニュー・マネジメントに該当する。したがって、レベニュー・マネジメントには

費用管理（cost control）は含まれず、価格管理（price control）と在庫管理（inventory control）

によって売上の増大を図るものとなっている。 

ただし、レベニュー・マネジメントがイールド・マネジメントと同義語として誤って認識され

ている場合も決して少なくない。その理由は、レベニュー・マネジメントの努力が、あくまで顕

在化した、あるいは与えられた需要にいかに対応するかに向けられ、価格管理や在庫管理の手法

のみが強調されてきたからである。それに対して David and Allisha（2014）は、レベニュー・

 
5 桑原永尚、池田諭司、宮下ゆかり「サービス事業におけるレベニューマネジメントについて～収益を最大化

する手法とは～」『三菱総合研究所所報』2013 年、89 頁。 
6 David, K. Hayes and Allisha, A. Miller, REVENUE MANAGEMENT FOR THE HOSPITALITY 
INDUSTRY, Wiley, 2011. (中谷秀樹訳『レベニュー・マネージメント概論－ホスピタリティ産業の経営理念

－』流通経済大学出版会、2016 年、 邦訳 16 頁。) 
7 Robert, G. Cross, Revenue Management, Crown Business,1997. 
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マネジメントの意思決定において、企業の短期的な売上よりも顧客の利益を優先するべきである

としている 8。すなわち、従来のレベニュー・マネジメントは与えられた需要の中で、売上の最

大化を図るものであったが、今後は顧客の利益を創出するために売上の最適化（Revenue 

Optimization）を図る必要があるということを意味している。ちなみに、David and Allisha（2014）

はレベニュー・オプティマイゼーションを「購買者の価格に対する反応を予測し、商品の在庫を

最適化し、最大の事業利益を生み出すための専門的技術の適用 9」と定義し、それを顧客中心主

義のレベニュー・マネジメントとしている。 

これは、レベニュー・マネジメントは「マーケティング志向であるべき」ということを意味し

ているといえよう。Drucker（1973）によれば、マーケティングの狙いは、企業の目的である「顧

客の創造」を達成するために、顧客の欲求を満たし得る製品やサービスを提供することで、それ

らが自ずと売れるようにする、すなわちセリングを不要にすることである 10。顧客のニーズに対

応するためにマーケティング・マネジャーが管理・操作をする対象は、製品・サービス（product）、

価格（price）、流通（place）、 販売促進（promotion）からなるマーケティングの４P として知

られるが、その中でも価格は「最も容易に目に入り、力強く訴え、理解しやすい要素 11」である。

つまり、企業は自由に販売価格を設定することができるが、それは消費者の購買決定、さらには

顧客創造の達成にも多大な影響を与える。その理由は、顧客も企業と同様に利益を求めており、

享受する利益と支払価格から製品やサービスの価値を評価し、購買決定を行っているからである。

したがって、企業は原価や需給バランスに基づいて一方的に価格を提示するのではなく、価値の

条件提示に対する消費者の評価を予測した上で価格設定を行わなければならない。そして、顧客

に真の利益をもたらす最適なレベニュー・マネジメントを行った企業は、結果的に高い事業利益

を創出することができるのである。 

 

２．レベニュー・マネジメントの適合条件 

先に述べたように、レベニュー・マネジメントは価格管理と在庫管理によって売上の最適化を

図るものであるが、ホスピタリティ産業にみられる 5 つの条件を満たす場合にその効果を発揮す

るとされる。すなわち、①基本的にサービスを提供していること、②収容能力（capacity）すな

わち供給量が硬直的（飲食業界については弾力的 12）であること、③需要が周期的に変動するこ

と、④固定費率が高く、変動費率が低いこと、⑤同一の商品が様々な価格で販売される、すなわ

 
8 David and Allisha (2011) op. cit., 邦訳 56 頁。 
9 Ibid., 邦訳 114 頁。 
10 Dracker, P.F., Management: Tasks, Responsibilities, Practices, 1973, pp.64-65. （P・F・ドラッカー著；

上田惇生編訳『マネジメント：基本と原則』2001 年。） 
11 David and Allisha (2011) op. cit., 邦訳 44 頁。 
12 飲食店については客席回転数を操作することで供給量を調査することができ、満席率に応じてメニューの値

段が変動しないという特徴があるため、レベニュー・マネジメントの手法が異なる。 
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ち一物多価を消費者が許容していることが、レベニュー・マネジメントの適合条件となる。 

 提供物としてのサービスには、有形の製品とは異なる「無形性（intangibility）」「不可分性

（inseparability）」「異質性（heterogeneity）」「消滅性（perishability）」の 4 つの特性があり 13、

それらは企業が安定して利益を創出することを困難にしている。サービスは活動や行為、パフォ

ーマンスとしての要素が強いため、購入する前のサービスは見ることも、味わうことも、触れる

ことも、聞くことも、匂いをかぐこともできない。すなわち、購買対象が物理的に存在する物財

とは違って、顧客は購買に先立ってサービスを直接吟味することができないということを意味し

ている。企業が消費者に対してサービスの価値の条件提示を行う際には、消費者が正確な査定に

基づいて購入判断を下すことができるように考慮しなければならない。 

ただし、顧客の価値判断の対象となるサービスは、顧客とサービス企業の様々な資源（接客従

業員、物的資源、その他の顧客など）の相互作用の結果であり、その生産と消費は同時に発生す

る。そのため、サービス企業自体も、生産と消費の相互作用的なプロセスが発生するまで、サー

ビスの価値を評価することができない。ちなみに、サービスの価値は「有形商品の利益＋無形サ

ービスの利益－価格＝価値 14」と示されるが、人的要因が関連するサービスの品質は変動的であ

り、顧客によって知覚品質も異なる。すなわち、異質性によって顧客に提供されるサービスの価

値が常に一定であるとは限らないため、サービスを提供する企業には価格に対する消費者の反応

を綿密に予測した上で適切な価格設定を行うことが求められている。 

ホスピタリティ産業では、需要が周期的（季節、月、週、曜日、時間など）に変動する傾向が

あるにもかかわらず、収容能力が硬直的であることから、需要の変動に応じて迅速かつ緻密に生

産量を調整することがほぼ不可能である。製造業者の場合、生産コストを吸収する販売価格を決

定し、需要の変動に応じて生産量を調整することによって売上の最適化を図ることできる。しか

しながら、航空会社やホテルの場合、需要の変動が予測できたとしても、即座に収容能力を増減

することはできないのである。 

また、無形の性質上、サービスは消滅してしまうため、閑散期に売れ残ったサービスを繁忙期

にまとめて売ることもできない。在庫が消滅する一方で、売上を回収することが不可能であると

いうことを意味している。さらに、従業員の人件費や物的資源の維持管理費などの固定費は、閑

散期で売上が少なかったとしても一定の金額が掛かってくる。サービスの提供は可能であるが、

需要がほとんど、あるいは全くない状態である在庫の空転（idle production capacity）は、固定

費率の高いホスピタリティ事業において多大な損失をもたらす 15。 

 一方、サービスに対する知覚品質は消費者によって異なることから、同一のサービスの価格が

 
13 Zeithamal, A., A. Parasuraman, and L. Berry, “Problems and Strategies in Service Marketing,” Journal 
of Marketing, Vol.49, No.2, 1985, p.33. 
14 David and Allisha (2011) op. cit., 邦訳 77 頁。 
15 Ibid., 邦訳 75 頁。 
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購入のタイミングや量、流通経路、支払条件などによって多様に設定されていたとしても、消費

者が一物多価を許容する場合がある。とりわけ航空サービスや宿泊サービスといったホスピタリ

ティ・サービスについては、繁忙期と閑散期では価格が違ったり、パッケージ商品が大幅に値引

きされていたりすることが常識として認知されている。したがって、ホスピタリティ産業につい

ては、一物多価が比較的浸透していることから、コンプライアンスや倫理的側面が欠如していな

ければ、レベニュー・マネジメントによる度々の価格変更が市場に通用することが窺える。 

 このように、硬直的供給制限があり、在庫が消滅するにもかかわらず、周期的に需要が変動し、

在庫の空転によって多大な損失を被るホスピタリティ事業にとって、価格管理と在庫管理によっ

て売上を最適化するレベニュー・マネジメントは、将来の利益を確保するための極めて有効な手

法であるといえよう。 

 

３．レベニュー・マネジメント・プロセス 

 ホスピタリティ産業には多様な事業が含まれ、それぞれの事業によってマネジャーの位置づけ

が異なる上に、レベニュー・マネジメントに対する考え方も違うことから、レベニュー・マネジ

ャーの役割や業務を一概に定義することはできない。ただし、その名称の違いはあるものの、レ

ベニュー・マネジメントはおおよそ売上の最適化を実現するために、①価格設定、②需要予測、

③在庫と価格の管理、④流通経路の管理、⑤結果の評価という連続した 5 つのプロセスを繰り返

し行っている 16。 

 まず、レベニュー・マネジャーが最初に行う業務がサービスの価格設定である。先に述べたよ

うに、価格はサービスの価値を定量的に示したもので、消費者の購買決定に多大な影響をもたら

すため、レベニュー・マネジャーには顧客の利益を思慮した適正な価格を設定することが求めら

れる。価格設定の手法については第 3 章で詳しく述べるが、一般的に、需要予測が行われた後に、

その結果を考慮して価格設定が行われる場合も少なくない。しかし、ホスピタリティ産業におい

ては、価格の変動に応じて需要も変動するため、予め価格設定をしておかなければサービスに対

する需要を予測することは極めて困難とされる 17。 

 次に、レベニュー・マネジャーは設定された価格で販売可能なサービスに対する需要予測を行

う。正確な売上予測は、サービスの価格管理や在庫管理、従業員の配置や材料・備品等の発注、

さらには投資に対する意思決定に役立つ。したがって、レベニュー・マネジャーには、営業実績

や予約状況などの効果的なデータ分析を通じて、正確に需要を予測することが求められる。 

 ホスピタリティ事業では、需要が周期的に変動する一方で、硬直的供給制限があるため、レベ

ニュー・マネジャーは価格と在庫を緻密に管理することで、売上の最適化を図らなければならな

 
16 Ibid., 邦訳 137-139 頁。 
17 Ibid., 邦訳 137 頁。 
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い。価格管理とは、在庫の空転が見込まれる場合には価格を下げて需要を増やし、需要超過が見

込まれる場合には価格を上げて需要をキャパシティ以下に抑えることである。一方、在庫管理と

は、利益率の高いサービスを優先的に販売するために、値段の異なる各商品の販売量を需要に応

じて操作することである。 

 また、ホスピタリティ産業においては、近年ではとりわけインターネットの普及により直販も

増加しつつあるが、未だ多くの企業が仲介業者に販売を委託する傾向がある。仲介業者によって

販売実績およびマージン率は異なることから、レベニュー・マネジメントにとって流通経路の管

理は重要な業務である。仲介業者の実績や販売関連費用、流通経路ごとの顧客特性（主に利益率）

を分析し、流通経路の取捨選択を行わなければならない。 

 そして、レベニュー・マネジャーは、一連のプロセスとその結果を詳細に分析し、評価する必

要がある。適切な価格設定、在庫・価格管理、流通経路管理を行うためには、適切なデータの活

用とレベニュー・マネジャーの経験および洞察力が不可欠である。過去に行ったレベニュー・マ

ネジメントを評価することは、レベニュー・マネジャーの判断の質をより向上させ、その後のレ

ベニュー・マネジメントのパフォーマンスを改善させる。 

 それぞれのホスピタリティ事業によって、レベニュー・マネジメントのいずれのプロセスに重

点が置かれるかが変わるが、需要予測、在庫・価格管理、流通経路管理はすべて最初の設定され

た価格に基づいて行われる。したがって、価格設定はレベニュー・マネジメントの基盤となる極

めて重要なプロセスであるといえよう。次章では、レベニュー・マネジメントにおける効果的な

価格設定の方法とされる戦略的価格設定について述べる。 

 

Ⅲ．レベニュー・マネジメントにおける戦略的価格設定 
１．価格設定の原理と手法 

 経済学においては需要と供給の法則によって価格が設定されると考えられている。需要の法則

とは、商品の価格が高いほど、消費者の購買意欲は低下し、需要量が減少する法則であり、一方、

供給の法則とは、需要量が増加するほど、生産者が商品の供給量を増加するという法則である。

そして、商品の需要と供給が均衡する価格が「均衡価格」であり、市場が供給不足の場合は価格

が上昇して需要が減少し、供給過剰の場合は価格が低下して需要が増加する。このように、経済

学における価格設定の原理とは、市場には価格の調整機能があるため、需要と供給のバランスは

均衡し、価格は必ず均衡価格へと収束するというものである。 

しかしながら、ホスピタリティ産業では、季節変動制や景気変動の影響を受け易いなどの理由

により、正確に需要を予測することが困難である。販売数の実績が出た後に初めて需要が把握さ

れるため、販売価格を設定する前に均衡価格を図式化することが困難である。その結果、ホスピ

タリティ産業では、競合他社の価格と同等の価格設定がなされていたり、競合他社の価格変動に
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連動した価格変更がなされたりしている。それに対して、レベニュー・マネジャーは需要と供給

の法則を、価格を規定するものではなく、あくまで価格設定の指針となるものとして認識する必

要がある 18。例えば、客室の恒常的な供給過剰が発生している地域に、新しい宿泊施設が開業し

たとしても、それが客室レートを必ずしも低下させるとは限らず、逆にその地域への訪問者数を

増加し、地域の客室レートを上昇させることも起こり得るからである。 

 また、ホスピタリティ産業の価格設定方法としては、サービスの生産に必要な費用に望ましい

利益を加えて販売価格を決定する「コスト・プラス方式（cost-plus method）」あるいは「費用志

向価格設定（cost-based pricing）」が主流である。コスト・プラス方式では、事業に要する様々

な費用を調査し、総売上と総費用（固定費＋変動費）が一致する損益分岐点を算出することが極

めて重要となる。損益分岐点さえ決まってしまえば、一定の期間内に損益分岐点を達成するため

に必要な最低売上いわゆる MSP（minimum sales point）に基づき、一貫してサービスの販売価

格が商品の生産費用を上回るように価格設定をすることができる。 

 

図４ 損益分岐点と MSP 

 
出所）筆者作成。  

 

しかしながら、ホスピタリティ事業では、総費用の大半を占める固定費がそれぞれのサービス

の費用に配分されるため、販売数量によってそれぞれのサービスの原価は変動する。これが意味

するところは、販売価格が売上を決定し、売上が費用に影響を与えるということであり、需要量

の多い市場では価格が低くなり、需要量の少ない市場では価格が高くなってしまう。とりわけホ

スピタリティ産業には繁忙期と閑散期があるため、繁忙期には企業の費用率が低下し、取引当た

 
18 Ibid., 邦訳 88 頁。 
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りの利益は増加するが、閑散期は費用率が上昇するため、取引当たりの利益は減少する。 

David and Allisha（2014）は、コスト・プラス方式による価格設定はレベニュー・マネジメン

トの論理と真逆のものであるため、レベニュー・マネジメントにおいては、適切に設定されたサ

ービスの販売価格が、その生産費用の許容範囲を決定しなければならないと指摘している 19。た

だし、全く目安のない状態から価格設定を行うことも非常に困難であるため、コスト・プラス方

式は価格設定を行う際の参考としては有用であるといえよう。 

 

Ⅱ．戦略的価格設定の原理と実践 

 先に述べたように、レベニュー・マネジメントでは、顧客の利益が創出されていることが重要

であることから、企業が価値の条件提示をする際には、それに対する消費者の価値判断を考慮す

る必要がある。そのため、データ分析と洞察力を適用し、顧客の価値判断に相当する販売価格を

効果的に設定すること、いわゆる「戦略的価値設定（strategic pricing）」は、レベニュー・マネ

ジャーにとって最も重要な技能のひとつとされている 20。 

消費者は極めて合理性を追求する存在であり、取引の価値を高めることに専念している。圧倒

的大多数の場面において、消費者は購買によって自ら利益を得られると確信した場合には購入す

るだろうが、購買によってほとんど利益を得られない、あるいは損失を被ると確信した場合には

当然のことながら購入しないだろう。（表１）したがって、企業の価格戦略は取り扱うサービスに

対する消費者の価値判断をもとに価格を設定する「価値基準価格（value based pricing）」を基礎

としなければならないとされる 21。 

 

表１ 販売側の価値の条件提示に対する購買側の評価 

購買側の査定 購入判断 

1．受け取る利益－価格＝ゼロに達しない価値 買わない 

2．受け取る利益－価格＝ゼロに等しい価値 ほとんどの場合、買わない 

3．受け取る利益－価格＝ゼロを超える価値 買う 

出所）David, K.H. and Allisha, A.M, REVENUE MANAGEMENT FOR THE HOSPITALITY INDUSTRY, Wiley, 2011. 
（中谷秀樹訳『レベニュー・マネージメント概論』、流通経済大学出版会、2016 年、邦訳 40 頁。）  

 

 ただし、消費者によってサービスの購入に支払っても良いと考える金額、すなわち支払許容額

（WTP；willingness to pay）が異なり、消費者がサービスの購入で実際に支払った金額が支払許

容額を下回った場合には消費者余剰（consumer surplus）が生まれる。消費者余剰は、顧客に対

 
19 Ibid., 邦訳 55 頁 
20 Ibid., 邦訳 59 頁。 
21 Ibid., 邦訳 88 頁。 
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してその金額分だけのお得感をもたらすが、一方で、企業が売上を増加するためには少しでも多

くの消費者余剰を獲得しなければならない。しかし、サービスに固定価格もしくは単一価格を設

定した場合、本来合法的に獲得できる消費者余剰を故意に除去してしまう可能性がある。したが

って、レベニュー・マネジメントでは、市場全体に対して単一価格を設定するのではなく、市場

をいくつかのセグメントに分割し、同一もしくは多少異なるサービスを、それぞれのセグメント

に適した価格で販売する「階層価格（differential pricing）」が採用される。ちなみに、ホスピタ

リティ事業には、同じサービスを様々なセグメントに異なった価格で販売する以外にも、販売す

る場所や時間、量、流通経路、支払条件によって価格を変化させる手法、あるいはサービスの改

変や多様化することにより価格を変化させる手法、パッケージ販売による包括価格の設定など、

階層価格設定を論理的に行う多様な手法がある。 

 さて、David and Allisha（2014）のシミュレーションを用いて、ホテルにおける階層価格を活

用した戦略的価格設定について見ていく。前提として、このホテルの客室数は 500 室で、消費者

の支払許容額は 1 泊 150$、1 客室を販売した場合の管理可能経費、すなわち客室変動費は 75$と

仮定する（図５）。 

 

図５ 固定価格戦略と階層価格戦略 

 
出所）David, K.H. and Allisha, A.M, REVENUE MANAGEMENT FOR THE HOSPITALITY INDUSTRY, Wiley, 2011. 

（中谷秀樹訳『レベニュー・マネージメント概論』、流通経済大学出版会、2016 年、邦訳 90-92 頁より筆者作成。 
 

 販売数を最大化するのであれば、レートを 1 泊 1$に設定した場合、客室稼働率（occupancy 

percentage）22は 100%となるが、売上で必要な費用を賄うことは不可能であるため、そのような

価格設定は行われない。一方、1 泊 300$と支払許容額の 2 倍の価格で販売すれば、平均客室単価

 
22 日、週、月、年といった一定期間内の販売可能客室数のうち、実際に販売された客室数の比率。 
客室稼働率＝販売客室数÷総販売可能客室数 
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（average daily rate：以下、ADR と表記） 23は高くなるが、販売客室数は大幅に減少するだろ

う。このホテルで固定価格戦略を採用する場合、支払許容額である 1 泊 150$で販売することで、

収入の最大化が可能となる。ここでは、A で示したように、レートを 1 泊 150$の単一価格に設定

し、1 日の販売客室数は 250 室、客室稼働率は 50%と仮定している。 

 先に述べたように、消費者によって支払許容額が異なるため、1 泊 150$では B に示される消費

者余剰が発生することが窺えるが、固定価格戦略では消費者余剰を取りこぼしてしまっている。

また、C は 1 泊 150$の支払許容額はないが、客室変動費の 75$を上回る支払許容額のある潜在需

要を示す。変動費を上回る金額で売れば、その差額は固定費の支払いに充当できるにもかかわら

ず、固定価格戦略では潜在需要を獲得することができない。階層価格戦略とは、そうした消費者

余剰や潜在需要を獲得するための価格戦略である。 

 そこで、レートを 1 泊 100$、150$、200$の 3 段階の階層価格を設定し、1 泊 150$のレートで

は今まで通りの 250 室、さらに 100$のレートで 100 室、200$のレートで 25 室販売できたとす

る。その結果、1 日 375 室が販売され、客室稼働率は単一価格の時に比べ 50%上昇し、50%から

75%になった。客室収入は単一価格では 37、500$であったが、階層価格の合計では 52、500$と

なった。しかし、階層価格で販売した際の ADR は 140$と、単一価格で販売した際の ADR150$に

比べて-6.7%となっている。これは、1 泊 100$のレートで 100 室販売したため、総体的に ADR

低下したことが窺える。一方、レベニュー・マネジメントの判断基準として極めて重要な平均客

室粗利益（gross operating profit per available room：以下、GOPPAR と表記） 24については、

単一価格戦略では 37.5$であるのに対し、階層価格戦略では 48.75%と 30%も向上している。 

 

表２ 単一価格戦略と階層価格戦略でのパフォーマンスの違い 

 

 
23 日、週、月、年といった一定期間内の客室販売可能価格の平均。ADR＝客室総売上÷販売客室数 
24 ある一定期間内の販売可能客室数 1 室あたりの平均営業利益で、GOPPAR＝(総売上－客室変動費)÷販売可

能客室総数で求められる。総売上には非客室売上も含まれるが、ここでの GOPPAR は客室売上のみから算出

されている。実際に、レベニュー・マネジメントを行う際には、非客室売上が GOPPAR に及ぼす影響につい

ても考慮しなければならない。 

戦略　レート 販売客室 客室収入 ADR GOPPAR

$150.00 250 $37,500.00 $150.00 $37.50

$100.00 100 $10,000.00 $100.00 $5.00
$150.00 250 $37,500.00 $150.00 $37.50
$200.00 25 $5,000.00 $200.00 $6.25
階層合計 375 $52,500.00 $140.00 $48.75
変化 125 $15,000.00 -$10.00 $11.25

% 50.0% 40.0% -6.7% 30.0%

単一価格

階層価格



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第２号 

18 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.2 

出所）David, K.H. and Allisha, A.M, REVENUE MANAGEMENT FOR THE HOSPITALITY INDUSTRY, Wiley, 2011. 
（中谷秀樹訳『レベニュー・マネージメント概論』、流通経済大学出版会、2016 年、邦訳 90-92 頁より筆者作成。  

 

 このように、階層価格戦略を採用することによって、単一価格戦略では困難とされる消費者余

剰と潜在需要を獲得することができる。利益の最大化を実現するために、レベニュー・マネジャ

ーには過去の営業実績や現在の予約状況、将来の需要予測を緻密に調査した上で、経験則を最大

限に生かして適切な価格設定を行うことが求められる。ただし、先にも述べたように、レベニュ

ー・マネジメントにおける戦略的価格設定はあくまでマーケティング志向で、常に顧客にもたら

される利益について考慮しなければならない。 

 

Ⅳ．旅館業へのレベニュー・マネジメントの適用 

１．旅館業へのレベニュー・マネジメントの適用可能性 

 ここまで、レベニュー・マネジメントの基本的な概念と、その基盤となる価格設定プロセスに

おける戦略的価格設定の原理について見てきた。本章では、レベニュー・マネジメントの旅館業

への適用可能性、ならびに適用にあたっての課題を考察する。 

 旅館業はホテル業と同様、顧客に対して無形性、不可分性、異質性、消滅性に特徴づけられる

宿泊サービスを提供している。客室数が決まっているため収容能力は硬直的である一方、需要も

周期的に変動しており、固定費率が高いため在庫の空転は旅館業に多大な損失をもたらしている。

ただし、宿泊予約のタイミングや方法などによって価格が異なることは、旅館の宿泊サービスで

は当然のこととして市場に浸透している。したがって、レベニュー・マネジメントは旅館業にお

いても効果を発揮するものと想定される。 

 ちなみに、旅館業においてレベニュー・マネジメントを実現した場合、既にレベニュー・マネ

ジメントを導入しているホテル業以上の効果が期待される。そこには大きく 2 つの理由があり、

旅館やホテルには多様なビジネスモデルがあるため一概には言えないが、ひとつは旅館業の需要

がホテル業（リゾートホテルを除く）以上に変動する傾向にあることである。それは旅館とホテ

ルの立地動向や利用目的の違いによるものが大きい。ちなみに、大井（2011）の宿泊旅行統計に

基づく季節変動の実証分析では、例外はあるものの、大都市圏ほど季節変動が小さく、地方では

季節変動が大きいという結果が出ている 25。既にレベニュー・マネジメントを導入しているよう

なホテルは、そもそも季節変動の少ない大都市圏に立地し、ビジネス利用も多いため平日にも一

定量の重要が見込まれる。それに対して、観光地や温泉地に立地する旅館は、レジャー・観光利

用がほとんどのため平日に比べて土日祝日の需要が多く、長期休暇に収容能力を超過する需要が

集中し、それ以外のほとんどが閑散期といったように季節変動は極めて大きいものと推測される。

 
25 大井達雄（2011）「宿泊旅行統計調査による季節変動に関する一考察」観光庁『第３回観光統計を活用した

実証 分析に関する論文（平成 23 年度）』2011 年、9 頁。 
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繁忙期と閑散期が極端であることから、硬直的供給制限と在庫の空転はホテル業以上に重要な課

題であり、レベニュー・マネジメントによる改善が必要とされている。 

 もうひとつはレベニュー・マネジメントが投資の判断基準となるということである。一概には

言えないが、ホテル業の経営ストラクチャーは、①ホテル不動産を所有し、初期投資を負担する

一方、賃料を収益とする所有機能
．．．．

、②従業員を雇って宿泊サービスを提供するホテル事業の経営

主体であり、什器・備品等の投資を負担する一方、宿泊サービスの販売から賃料および運営委託

フィーを除いた分を収益とする経営機能
．．．．

、③ホテル運営ノウハウおよび運営サービスを提供し、

運営委託フィーのみを収益とする運営機能
．．．．

に分離されている。このうち、ホテル業は経営機能の

ことを指し、経営というハイリスクを負うものの、建物や土地といった不動産に対する投資リス

クを負う必要はない。一方、旅館業の経営ストラクチャーは、所有・経営・運営一体型であり、

それら全てのリスクを一手に負わなければならない。旅館業の 9 割以上が慢性的な赤字あるいは

経営不振に陥っているとされるが、そのほとんどが過去における投資の失敗に起因するものであ

る。したがって、今後、旅館業にはレベニュー・マネジメントの実績を踏まえた上で、投資判断

を下すことが理想的であるといえよう。 

 

2．旅館業へのレベニュー・マネジメント適用上の課題 

 ただし、旅館業にレベニュー・マネジメントを適用するにあたって、いくつかの課題に直面す

ることが想定されるが、ここではレベニュー・マネジメントの基盤である戦略的価格設定に関連

する 2 つの課題を挙げる。 

ひとつは、とりわけ家業的経営の旅館業では計数管理が定着しておらず、そもそも宿泊サービ

スの提供にかかる費用さえも正確に把握されていない場合がある。戦略的価格設定はあくまでサ

ービスが顧客にもたらす利益を思慮して行われるものであるが、販売客室に配分される固定費や

客室変動費を算出しておかなければ、競合他社の販売価格以外に価格設定の目安がない状態に陥

ってしまう。いずれにしても、戦略的価格設定を行った後には、生産費用の許容範囲を決定しな

ければならないため、その際にそれぞれの原価を算出することになる。したがって、旅館業にお

いては、レベニュー・マネジメントを適用する以前の段階として、そのコスト構造を正確に把握

しておかなければならない。ちなみに、旅館業には役員報酬など宿泊サービスの生産とは関係の

ない無駄な費用が多すぎるため 26、レベニュー・マネジメントに並行して顧客の利益を縮小しな

い部分については徹底的に経費削減を行う必要がある。 

 もうひとつは、旅館業とホテル業では料金形態や評価指標が異なるため、ホテル業のレベニュ

ー・マネジメントを旅館業にそのまま適用することが不可能という問題である。ホテル業におけ

 
26 林克彦「リストラ活用による自主再建での温泉旅館経営改善への取組み」『旅館・ホテル経営の再生と実

務』経済法令研究会、2003 年、74 頁。 
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る料金形態は全て客室ベースで考えられており、客室稼働率と ADR から算出された、ある一定

期間内の販売可能客室総数に対する 1 室あたりの平均客室売上、すなわち RevPAR（revenue per 

available room）27がパフォーマンスの評価基準となる。客室稼働率と ADR のいずれかが低下し

たとしても、ホテルにはもう一方を上昇させる機会があるため、それを実現できれば結果的に

RevPAR を改善することが可能となるのである。したがって、ホテル業のレベニュー・マネジメ

ントの概念やモデルはすべて客室ベースで開発されており、それを適用するには旅館業において

も客室ベースの損益管理を行う必要がある。 

 一方、最近では泊食分離の導入によって例外も存在するが、旅館業における主流の料金形態は

1 名あたり 1 泊 2 食付、1 室 2 名以上の宿泊を前提として考えられており、宿泊客単価と定員稼

働率がパフォーマンスの評価基準となっている。従来、旅館業では在庫の空転というリスクを回

避するため、とりわけ定員稼働率の上昇が重視されてきたが、団体旅行需要の減少および宿泊客

単価の低下によって、このビジネスモデルは限界を迎えている。そのため、旅館業にレベニュー・

マネジメントを適用するにあたっては、まず、泊食分離の料金形態へと改変し、宿泊部門と飲食

部門とで部門別損益管理を徹底しなければならない。それによって、宿泊部門についてはホテル

業のレベニュー・マネジメントの概念やモデルをそのまま適用することができるようになる。た

だし、旅館業の飲食部門におけるレベニュー・マネジメントと、ホテル業の飲食部門やその他の

飲食サービス業におけるレベニュー・マネジメントでは前提条件が大きく異なっている。それは、

ホテル業や飲食サービス業は不特定多数の一般消費者を対象とするのに対し、ほぼ宿泊客のみに

飲食サービスを提供する旅館業の飲食部門には需要限界がある。したがって、旅館業の飲食部門

のレベニュー・マネジメントは、限られた需要の中で利益を創出するべく売上の最適化を図るか、

ホテル業と同様に一般消費者にも飲食サービスを提供するビジネスモデルへと転換し、そこでの

概念やモデルを導入するかしなければならない。 

 

おわりに 

 本稿では、そのほとんどが慢性的な経営危機に陥っている旅館業へのレベニュー・マネジメン

トの適用について検討を行ってきた。 

第 1 章では、レベニュー・マネジメントの基本的な概念の整理を行った。レベニュー・マネジ

メントは、企業のみならず顧客にも利益がもたらされるように、売上を最適化する一連のプロセ

スであり、マーケティング志向であることが求められている。レベニュー・マネジメントは、①

基本的にサービスを提供していること、②収容能力が硬直的であること、③需要が周期的に変動

すること、④固定費率が高く、変動費率が低いこと、⑤一物多価を消費者が許容していることの

 
27 RevPAR=ADR×客室稼働率、あるいは RevPAR=客室販売総収入÷販売可能客室総数 
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5 つの条件を満たす事業で効果を発揮し、それらに特徴づけられるホスピタリティ産業の多様な

事業に広く適用されつつある。レベニュー・マネジメントは、①価格設定、②需要予測、③在庫・

価格管理、④流通経路管理、⑤結果の評価の連続した 5 つのプロセスを繰り返し行うことで売上

の最適化を図るが、それらのうち価格設定はレベニュー・マネジメントの基盤となる極めて重要

なプロセスであることを述べた。 

第 2 章では、レベニュー・マネジメントの戦略的価格設定について概観した。レベニュー・マ

ネジメントでは、顧客に利益がもたらされる価格に設定されていることが条件となる。ホスピタ

リティ事業においては、価格によって需要が変動するため、販売価格が設定された後に均衡価格

が算出されるため、需要と供給の法則は価格設定の指針にしかならない。また、費用に求める利

益を上乗せして価格を設定するコスト・プラス方式が主流であるが、戦略的価格設定において費

用はその主要因とはならず、むしろ価格が設定された後にその許容範囲が決定される。ちなみに、

ホスピタリティ事業の戦略的価格設定では、顧客の特性、場所・立地、時間、在庫管理、流通経

路、商品の加工、支払条件によって階層価格を設定することが望ましいとされる。そして、階層

価格が単一価格よりも総体的なパフォーマンスを向上させることをホテル業のシミュレーション

を通して説明した。 

そして、第 3 章では、旅館業の性格を踏まえた上で、レベニュー・マネジメントの適用可能性、

ならびに適用にあたっての課題についての考察を行った。旅館業はホテル業と同様、宿泊サービ

スを提供し、収容能力が硬直的かつ固定費率が高い一方で、周期的に需要が変動し、一物多価が

許容されているため、レベニュー・マネジメントを適用することができる。ただし、既にレベニ

ュー・マネジメントを導入している大都市圏のホテルに比べ、旅館では需要の周期的な変動が激

しく在庫の空転が深刻な問題とされる、あるいは建物や土地など不動産への投資の判断基準が必

要とされることから、旅館業ではホテル業以上にレベニュー・マネジメントの効果が期待される。

ただし、旅館業では宿泊客ベースの損益管理が行われているため、客室ベースで開発されたホテ

ル業のレベニュー・マネジメントをそのまま適用することができない。また、旅館業では宿泊部

門と料理部門に部門別損益管理を導入する必要がある上に、限界需要を前提とした飲食サービス

のレベニュー・マネジメントを展開しなければならないことが明らかになった。 

本稿では、レベニュー・マネジメントの基本的な概念や戦略的価格設定の手法について取り上

げ、旅館業への適用可能性および適用にあたっての課題を明らかにすることができた。しかし、

今回の研究では、ホテル業で展開されているレベニュー・マネジメントの具体的な手法について、

旅館業ではいかなる手法が既に実践されており、いかなる手法が不足し、それをいかにして導入

するかといった点に関しては明らかになっていない。今後、レベニュー・マネジメントのより実

践的な概念やモデルも踏まえた上で、旅館業のレベニュー・マネジメント研究を精緻化していく

ことが必要であろう。 
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【ABSTRACT】 

In this study, adapting Revenue Management to Ryokan Business is considered through reviewing 
primary concept of it. Revenue Management is the process of revenue optimization with price control and 
inventory control to bring profits for both customer and company. It elicits an effect when service is offered, 
capacity is rigid, fixed charge ratio is high and demand fluctuates periodically. On the other hand, RM elicits 
great effect in Ryokan Business, shifting from customer based to room based P/L control, and considering 
adapting of food and beverage revenue management after introducing sectorial P/L control is needed for 
adapting RM to Ryokan Business. 
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【 論 文 】 

韓国における宿泊施設の基盤整備に向けた取り組みについて 
―インバウンド旅行の受け入れを中心として― 

Policy Initiatives toward the Institutional Development for the Revitalization of  

the Lodging Industry in Korea: With a Focus on the Reception of Inbound Tourists 

 
李 貞順 ∗ 

Lee JungSoon 
 

【要  旨】 
 本稿では、ソウル一極集中化による宿泊施設不足、高騰する宿泊価格等の課題を抱えている韓国インバウン

ドの現状の中で、韓国インバウンド旅行市場で圧倒的な割合を占める中国人旅行者と、それに次ぐ割合である

日本人旅行者の宿泊需要特性を把握した上で、宿泊施設の基盤整備に向けた取り組みについて考察した。考察

の結果、課題解決のためには大枠で旅行需要を捉えるのではなく、旅行需要の多様性に応じた政策や制度設計

がいかに有効であるかが確認できた。 

 
Keywords：インバウンド旅行、宿泊施設、旅行需要特性 
 

 
Ⅰ．はじめに  

韓国におけるインバウンド観光客数 1は、2000 年に約 870 万人であったが、2012 年に約

1,100 万人、2013 年には約 1200 万人を超え、2014 年には、1400 万名を記録した。マーズの影

響で、前年比減少を見せた 2015 年を除けば、年平均で約 12％増加している。しかし、急激な

インバウンド観光客の増加に伴い、宿泊施設の不足とその品質の向上が喫緊の課題となってい

る。 

韓国観光公社が 2011 年に行った調査 2によると、韓国への旅行を計画したが、実施できなっ

た旅行客について、その理由を尋ねると、外国からの個人旅行客の 48.8％が、宿泊に関わる問

題を理由に挙げている。また、国内の旅行会社 3の 64.1％、海外の旅行会社 4の 46％が、宿泊

問題が理由で、顧客獲得に結び付かなかったことがあると答えている。そして、その地域につい

ては、海外の旅行会社は、ソウルが 86.9％、済州島が 63.5％であり、国内の旅行会社はソウル

が 85.7％、済州島が 70.3％であり、宿泊施設の需要が特定の地域に集中していることが分かっ

た。 

この調査で顧客獲得に失敗をした旅行会社が挙げている宿泊問題とは、‘客室不足’が 76.6％、

‘高価格’が 56.6％等であった。もし、宿泊問題が解決されたなら、という質問に対し、国内の旅

 
∗ 阪南大学国際観光学部 准教授 
Associate Professor, Faculty of International Tourism, Hannan University. 

1 文化体育観光部、2015 年基準 観光動向に関する年次報告書、2016 年、18 頁 
2 韓国観光公社、外来観光客宿泊予約失敗調査、2012 年、１∼41 頁 
3 旅行素材を手配するランドーオペレーター 
4 韓国への旅行商品を販売する海外の旅行会社 
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行会社は前年比（2011 年比）120.7％、海外の旅行会社は 129.2％まで顧客を増やすことが可能

であろうと答えている。 

このように、韓国では、持続的なインバウンド観光客誘致に向けて、特定地域への需要の集

中、宿泊施設の不足、高価格、品質等が課題となっており、国全体の観光産業の競争力を低下さ

せる大きな原因となりうると指摘されている。しかし、韓国の観光宿泊施設の中で、外国人観光

客の利用頻度が最も高いのはホテルであり、インバウンド観光客の約 70％が利用している 5

が、ホテルは、土地の取得、設備、備品、什器など多額の初期投資が必要な事業である。一般商

品財の場合は、需要が増加すると、需要に合わせて生産増が容易であるが、ホテルの場合、事業

特性として、限定された客室をもって、需要に応じるので、柔軟な需給の調整が困難である。ま

た、需要動向の把握は国内外の環境変化に影響を受けやすく難しい。特にインバウンド観光客需

要は、為替の変動、国家間の争いやテロ、伝染病の流行、国際的イベントの開催な等多種多様な

要因によって左右されやすい。 

このような理由もあり、宿泊の基盤を整えるには、国の方針や中長期的な需要予測に基づき、

行う必要があり、新たなホテル客室の数を拡充することに加え、既存の宿泊施設の効率的な運

用、管理することが求められる。 

このような要求に対して、韓国政府は、新規ホテルの建設に向けて法的規制緩和や既存観光ホ

テルの等級制度の見直し、その他の宿泊施設に対する品質向上に向けて品質認定制度を設けるな

ど、宿泊施設の新規拡充と既存の宿泊施設の質の向上や効率的な運用につての方策を講じてい

る。 

最近では、その成果を上げており、インバウンド旅行者における年度別の宿泊に関する満足度

を見ると、‘満足’の比率が 2011 年は 70％だったのが、2015 年度は 90.1％へと高まって来てい

る。 

表１.年度別宿泊に関する満足度（単位：％） 
区分 2015 年 2014 年 2013 年 2012 年 2011 年 
満足 90.1 88.6 83.1 81.6 70.0 
普通 9.0 10.2 15.0 15.9 24.8 

不満足 0.9 1.1 1.8 1.7 4.4 
注：満足は ‘大変満足＋満足 ’を合わせたもの  

出典：文化体育観光部、2015 年外来観光客実態調査より  

 

 

本稿では、韓国におけるインバウンド観光需要に伴う宿泊需要の現状を把握した上で、宿泊施

設の現況や宿泊施設活性化のための取り組みについて考察する。この研究により特にインバウン

 
5 文化体育観光部、2015 年外来観光客実態調査、2016 年、121 頁 
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ド観光客誘致における今後の宿泊産業のあり方について幅広く検討を行い、韓国と類似した課題

を抱えつつある日本においての課題解決に向けて考えるためのヒントが得られるのではないかと

考える。 

 

Ⅱ．韓国宿泊産業の現状 
 １．宿泊業を取り巻く旅行需要の動向 

韓国のインバウンド観光者数 6は、2014 年に過去最多の約 1,420 万人を記録した。国籍別の

割合を見ると、中国人観光客の割合が最も多く全体の 43.1％、日本人が 16.1％、欧州が 6％、

米国が 5.4％の順である。ここでは、韓国におけるインバウンド 2 大市場である中国人と日本人

について近年の旅行需要の動向を考察してみたい。 

（1）中国人の訪韓観光の特徴 

中国人の訪韓観光者数 7は 2000 年 44 万人であったのが、2007 年に 100 万人、2011 年には

200 万人、2013 年に 400 万人を突破、2014 年には前年比 41.6％増加 8し 6,126,865 人を記録し

た。また、韓国のインバウンド観光客の市場に占める割合 9も、2002 年 10％から 2014 年には

43.1％に拡大し、韓国における最大のインバウンド市場として位置づけられるようになった。 

中国人インバウンド観光客について概観すると、女性観光客数が増加しており、2014 年では

63％を占めている。年齢別では、20 代の割合が最も多く、30 代までを含むと、平均 47.7％

（2011 年～2014 年）と半数近くを占める。 

また、旅行形態を見ると、日本人の訪韓旅行と比べて、団体旅行の割合が多く、リピーターの

比重が年々減少傾向にある。滞在期間は日本人よりは長いものの、10 日から 7 日へと短くなっ

てきている。 

そして、観光目的の訪問者の割合が年々増加し 2014 年には 77.8％を占めており、主な訪問目

的を見ても、余暇目的の割合が 2011 年 59.1％から 2014 年に 77.9％へと増加傾向にある。訪問

地域がソウルとその周辺の京義圏や済州島を中心に、限定された地域への集中が見られる。滞在

中に行う主な活動では、ショッピングの割合が目立って多い。 

 

 

 

 

 
 

6 文化体育観光部、2014 年基準観光動向に関する年次報告書、2015 年、21 頁 
7 観光統計、観光知識情報システムホームページ、www.tour.go.kr、2016 年 9 月閲覧 
8 文化体育観光部、2014 年基準観光動向に関する年次報告書、2015 年、４頁 
9 同上、21 頁 
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表 2．中国人の訪韓観光の変化（％） 
区分 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 

＊訪問者数 2,220,196 人 283,689２人 4,326,869 人 612,6865 人 
＊性別 男性 49 

女性 51 
男性 44 
女性 56 

男性 41 
女性 59 

男性 37 
女性 63 

＊観光目的 59.1 71.6 72.5 77.8 
＊滞在期間 10.9 日 8.4 日 9.9 日 7.7 日 

＊年齢 21～30 才 26 
31～40 才 23 
41～50 才 23 

21～30 才 25 
31～40 才 23 
41～50 才 22 

21～30 才 24. 
31～40 才 22.7 
41～50 才 20.7 

21～30 才 24.4 
31～40 才 22.8 
41～50 才 18.2 

＃主な訪韓目的 余暇 48 
事業専門活動 18.6 

知人訪問 13.8 
買い物 9.8 
その他 8.8 

余暇 49 
事業専門活動 15.4 

知人訪問 11.7 
買い物 9.8 
その他 14 

余暇 59.5 
事業専門活動 13.4 

知人訪問 8.5 
買い物 8.7 
その他 10 

余暇 74.4 
事業専門活動 5.9 

知人訪問 2.9 
買い物 12.5 
その他 4.3 

＃訪韓回数 1 回 68.5 
2 回 14.8 

3 回 6.0 
4 回 10.7 

1 回 70.3 
2 回 13.0 
３回 5.9 

4 回 10.9 

1 回 74.3 
2 回 12.2 

3 回 4.9 
4 回 8.7 

1 回 79.8 
2 回 11.6 
3 回 3.8 
4 回 4.8 

＃訪問圏域 
（複数回答） 

ソウル圏 91.3  
京義 26.4 

済州圏 23.6 

ソウル圏 86.2 
済州圏 25.8 

京義 21 

ソウル圏 79.3 
済州圏 35.1 

京義 17.2 

ソウル圏 77.8 
済州圏 34.2 

京義 
＃旅行形態 個人 61.8 

団体 36.1 
Air-tel2. 

個人 63.4 
団体 33.4 
Air-tel3.2 

個人 53.8 
団体 42.8 
Air-tel3.4  

個人 57.8 
団体 39.4 
Air-tel2.8 

＃訪韓活動 
（複数回答） 

ショッピング 81. 
グルメ 51.2 
自然鑑賞 20. 

ショッピング 85.7 
グルメ 60. 

自然鑑賞 18.6 

ショッピング 82.8 
グルメ 47.7 

シティツアー23.2 

ショッピング 87.7 
グルメ 60.7 

自然鑑賞 42.7 
出典：＃は、文化体育観光部、2011～2015 年外来観光客実態調査。 

＊は、2011～2014 年観光統計、観光知識情報システムホームページ参照に作成。 

 

（2）日本人の訪韓観光の特徴 

 日本人の訪韓観光 10は、1965 年「韓日国交正常化」からその交流が本格的に始まり、その

後、訪問者数は急激に伸び、1971 年には訪韓外国人旅行者の割合で、日本人が 41.5％を占め、

初めて第 1 位を記録して以来、2012 年まで韓国でのインバウンド観光客の割合で首位の座を守

ってきた。しかし、2013 年以降、円安や日韓の外交問題などの要因によって減少が続き、2014

年には約 228 万人、割合では 16.1％となっている。 

日本人のインバウンド観光客について概観すると、中国人と同様女性の割合が半分以上を占め

ている。年齢別では、20 代から 50 代までの年齢層が満遍なく占めており、中国人の訪韓観光者

と比べて 40～50 代の年齢層が多い。また、旅行形態を見ると、個人旅行とリピーターの割合が

多く、2014 年の数字で見ると、個人旅行が、72.6％、2 回以上のリピーターが 71.7％となって

いる。滞在期間は平均 3.4 日で短い方であるが、滞在中の主な活動はショッピングとグルメに加

え、2014 年には、故宮・歴史遺産の巡りが増えている。その影響からか、訪問地域でも、ソウ

 
10 文化体育観光部、2014 年基準観光動向に関する年次報告書、2015 年、21 頁 
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ルを旅行する人が最も多いが、世界遺産のある慶州（慶尚圏）や水原（京義圏）の訪問者が多

い。 

 

表 3．日本人の訪韓観光の形態（％） 
区分 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 

∗訪問者数 3,289,651 人 3,518,79２人 2,747,750 人 2,280,434 人 
∗性別 男性 41 

女性 59 
男性 41 
女性 59 

男性 43 
女性 57 

男性 44 
女性 56 

∗観光目的 97.4 97.2 95.8 95.2 
∗滞在期間 3.2 日 3.3 日 3.5 日 3.6 日 
∗年齢 21～30 才 21 

41~50 才 19 
31～40 才 18 

41～50 才 20 
21～30 才 20 
51～60 才 18 

41～50 才 21.1 
21～30 才 19.4 
31～40 才 18.5 

21～30 才 22.7 
31～40 才 22.1 
41～50 才 19.2 

＃主な訪韓目的 
（複数回答） 

余暇 50.8 
事業専門活動 23.6 

知人訪問 9.4 
買い物 12.8 
その他 3.2 

余暇 45.2 
事業専門活動 17.6 

知人訪問 9.7 
買い物 20.7 
その他 6.7 

余暇 45.7 
事業専門活動 16.7 

知人訪問 9.7 
買い物 22.2 
その他 5.8 

余暇 52.1 
事業専門活動 20.2 

知人訪問 8.9 
買い物 13.3 
その他 5.5 

＃訪韓回数 1 回 49.1 
2 回 20 

3 回 9.6 
4 回 21.2 

1 回 35.7 
2 回 20.7 
３回 13.2 
4 回 30.4 

1 回 30.9 
2 回 17.6 
3 回 14.1 
4 回 37.4 

1 回 28.3 
2 回 14.2 
3 回 13.2 
4 回 44.3 

＃訪問圏域 
複数回答 

ソウル 69.3 
慶尚 19.5 
京義 12.3 

ソウル 73.7 
慶尚 17.9 
京義 11.6 

ソウル 75 
慶尚 20.2 
京義 10.4 

ソウル 80.9 
京義 17.9 
済州 16.7 

＃旅行形態 個人 56.6 
団体 23.5 
Air-tel20 

個人 57 
団体 17.3 

Air-tel25.7 

個人 67.7 
団体 15.3 
Air-tel17 

個人 72.6 
団体 5.2 

Air-tel22.2 
＃訪韓活動 

（複数回答） 
ショッピング 76.5 

グルメ 64.9 
美容観光 21.1 

ショッピング 77.2 
グルメ 61.7 

ビュテイ 17.9 

ショッピング 73.4 
グルメ 56.6 

ビュテイ 15.4 

グルメ 61.2 
ショッピング 59.6 
故宮歴史遺跡 24.8 

出典：＃は、文化体育観光部、2011～2015 年外来観光客実態調査。  
＊は、2011～2014 年観光統計、観光知識情報システムホームページ参照に作成。  

 

２．宿泊施設の需要動向 

日本人の観光客と中国人の観光客が利用する宿泊施設は表 4 で示しているようにホテルが最

も多い。しかし、ここ数年日本人の観光客の場合、ホテルの利用する割合が、減少傾向にある。

一方、ユスホステル／ゲストハウス／旅館／モーテルの利用者の割合が増加傾向にある。また、

中国人の観光客はもともと日本人に比べ、ホテルの利用率が低く、ユスホステル／ゲストハウス

／旅館／モーテルの利用者の割合が多く、その割合が、2011 年 15.3％から 2013 年 13％へ、減

少したものの、2015 年には 15.3 へと再び増加している。 
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表 4．年度別日本人・中国人利用宿泊施設 （％） 
区分 2015 年 2014 年 2013 年 2012 年 2011 年 

日本人 中国人 日本人 中国人 日本人 中国人 日本人 中国人 日本人 中国人 

ホテル 79.6 69.9 82.3 76.7 84.0 69.6 84.4 59.7 86.9 59.5 

ユースホステル/ 

ゲストハウス/ 

旅館/モーテル 

10.1 15.3 9.1 13.0 7.7 10.9 7.4 12.5 7.6 15.3 

親戚/知人の家 5.8 9.5 4.2 4.2 4.8 11.1 6.2 15.3 5.8 20.4 

学校／会社寮/ 

研修院 

2.6 2.6 3.1 2.3 3.0 6.8 4.3 11.9 3.4 6.3 

コンドミニアム/ 

ペンション/ 

レジダンス 

1.9 2.9 2.6 5.4 3.5 6.1 3.0 4.9 1.9 5.3 

ホームステイ 0.4 2.0 0.5 1.4 ― ― ― ― ― ― 

お寺 0.4 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 0.4 0.4 0.5 

その他 0.5 1.6 0.8 0.4 0.9 0.3 1.0 0.3 0.8 0.5 

注１）利用宿泊施設をすべて選択  
  ２）1 泊以上宿泊した外来観光客を対象に分析  
  ３） ‘ホームステイ ’は 2014 から追加された項目  

出典：文化体育観光部、2011 年～2015 年外来観光客実態調査を参照に作成  

 

次に宿泊施設の価格については、2011～2012 年に韓国文化観光研究院が行った調査（インバ

ウンド観光客の宿泊施設利用実態及びニーズを測定するために行ったアンケート） 11によると、

まず、韓国のインバウンド市場の主要 3 カ国である日本、中国、アメリカの観光客が支払って

いる平均宿泊料金は、一泊あたり 218,310 12ウォンである。これに対し、インバウンド観光客が

適切であると考える宿泊料金は一泊当たり 138,649 ウォンであり、韓国での宿泊料金が高いと

感じていることが分かる。 

さらに詳細に当該調査を分析すると、日本人観光客の場合、一泊の平均宿泊料金として支払っ

ている金額が、個人旅行が 175,106 ウォン、団体旅行が 186,644 ウォンである。一方、中国人

観光客は、個人旅行が 310,582 ウォン、団体旅行が 79,421 ウォンである。 

これに対し、適切であると考える料金に関しては、日本人観光客は、団体旅行と個人旅行がほ

 
11 文化体育観光部、観光宿泊施設需給分析研究、2012 年、84～89 頁 
12 一日平均宿泊費は日本人観光客、176,104 ウォン、中国人観光客 296,284 ウォン、アメリカ人観光客、

215,269 ウォンとなっている。 
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ぼ変わりなく約 15 万ウォン程度であると答えている。これは韓国における客室価格では、ビジ

ネスホテルクラスの価格帯である。 

また、中国人の観光客が考える適切な料金は、個人旅行が約 9 万ウォン、団体旅行では

76,751 ウォンであり、旅行形態によって違いがあるものの、日本人観光客に比べ、低価格の宿

泊施設を好む傾向が強いようだ。 

次に、宿泊施設選択時に重視する条件については、中国人の観光客と日本人の観光客は共通し

てアクセスの良い立地条件を第一に挙げ、次いで価格、施設内容の順であった。しかし、もう少

し詳細に見ると、日本人観光客は、立地条件を重視する割合が比較的に高かったことに対し、中

国人観光客は立地条件と価格に対する要求割合がほぼ同じであり、より価格を重視しているよう

に考えられる。ただし、個人旅行においては、日本人観光客と中国人観光客双方とも、立地条件

を最も重視すると答え、差異が見られなかった。 

最後に本調査によると、再訪問の際に利用したい宿泊施設について、日本人の場合は、ホテル

とする割合が 80.4％と最も高く、中国人の場合は、ホテルとする割合は、47.5％にすぎず、ユ

スホステル／ゲストハウスが 14.4％、コンドミニアム／レジダンス・インが 8.1％であるなど、

ホテル以外の宿泊施設を利用したいとする割合が日本人より高かった。 

 他方、宿泊施設に関する満足度を見ると、インバウンド観光客全体の満足度は、前述のように

2011 年から 2015 年までの間に 70％から 90.1％に向上している。しかし、訪問者の国別の満足

度を見ると、中国人観光客の場合、2011 年以降、満足度の割合が年々増加する傾向にあり、し

かも満足度の水準が高い。一方、日本人観光客の場合は、満足度は増加しているものの、中国人

観光客と比べると満足度水準がかなり低いことが分かる。 

 

表 5．宿泊に関する満足度 

区分  2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  2015 年  

中国人  日本人  中国人  日本人  中国人  日本人  中国人  日本人  中国人  日本人  

満足度及び  

満足比率  

3.97 3.59 4.17 3.91 4.11 3.91 91.1％ 77.7％ 92％  79.1％ 

注；2011 年～2013 年は 5 点満点の評価、2014 年～2015 年は ‘非常に満足 ’と ‘満足 ’を選択した割合  
出典：文化体育観光部、2011 年～2015 年の外来観光客の実態調査を参照に作成  

 

以上から、国別、または旅行需要別に、宿泊施設に対する期待や満足度には差異がありその特

性を踏まえたうえで、宿泊施設の需給方策を練る必要があると考える。 
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Ⅲ．韓国における宿泊施設の法的位置づけ 
１．宿泊施設の種類 

 （1）観光振興法による宿泊施設の種類 13 

観光振興法は、観光資源の開発、育成と観光振興に寄与することを目的に制定され、観光宿泊

施設に関する登録手続きや登録基準などを規定している。2015 年現在、観光振興法上の宿泊施

設は、ホテル業、休養コンドミニアム業、観光便宜施設業等に大別され、更にホテル業は観光ホ

テル業、韓国伝統ホテル業、家族ホテル業、ホステル業、小型ホテル業、医療観光ホテル業に区

分されている。 

 

①ホテル業 

ア、 観光ホテル業 

観光客の宿泊に適合する施設を備え、これを観光客に提供する他、宿泊に伴う料飲、運

動、娯楽、休養、公演、研修に適合する施設等を併せ持ち、観光客に提供する施設であ

る。観光ホテルの品質の向上やホテル利用者の便宜を図るため、等級を特 1 級～3 級まで

の 5 段階で設定していたが、2015 年、新たに導入された制度では、1 星～5 星の 5 つの星

で等級を分類した。2015 年現在、等級別ホテルの軒数は以下のとおりである。 

 

図 6．観光ホテル業の現況 

区分  5 星  4 星  3 星  2 星  1 星  特 1 等級  特 2 等級  1 等級  2 等級  3 等級  等級無し  総計  

個数  11 １  19 32 21 75 114 133 83 135 283 907 

客室数  4,445 215 2,042 1,796 941 24,820 21,727 13,599 6,094 8,225 17,822 101,726 

注：等級無しの場合は、新規登録業態及び等級有効期間が満了したもので、2015 年 12 月現在、有効等級を持っていな

い。2018 年までは新・旧の等級が並行して運用される。  
出典：文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、251 頁を参照に作成。  

 

イ、 水上観光ホテル業 

水上の建物、または、船舶を固定させ、観光客の宿泊に適合する施設を備える他、それに

付随する施設を備え、サービスを提供する施設である。2000 年に初めて釜山海雲台に 50

室の水上観光ホテルが登録されたが、台風により閉鎖となり、現在は 14存在しない。 

 

 

 
 

13 法制処、法令情報、観光振興法、www.moleg.go.kr  
14 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、256 頁 

http://www.moleg.go.kr/
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ウ、 韓国伝統ホテル業 

建築物の外観が伝統家屋の形態を備えたもので、宿泊に適合する施設とそれに付随する施

設を備え、サービスを提供する施設である。1991 年に済州島で初めて登録され、2015 年

現在 6 軒、157 室が登録 15されている。 

 

エ、 家族ホテル業 

家族単位の観光客に適合する宿泊施設及び炊事場を備え、自炊利用ができる他、宿泊に伴

う飲食、運動、休養または、研修に適合する施設を共に備え、サービスを提供する施設で

ある。家族単位の観光需要に対応する国民福祉のために導入されたものである。2015 年

現在、121 軒、10,389 室が登録 16されている。 

 

オ、 ホステル業 

バックパッカーなど個人観光客の宿泊に適合する施設で、シャワー室、炊事場等の施設と

外国人と自国民が文化や情報の交流を図れる施設を共に備え、利用できる施設である。

2009 年に追加された業種で、宿泊料金がゲストハウスよりは高く、ビジネスホテルより

はやや安い水準の宿泊施設 17として、2015 年現在 232 軒、4,889 室が登録 18されてい

る。 

 

カ、 小型ホテル業 

観光客の宿泊に適合する小規模施設（客室 30 室未満）を備え、また、宿泊に伴う料飲、

運動、娯楽、休養、公演、研修に適合する施設などを備え、観光客にサービスを提供する

施設である。ブティックホテルなど、客室数は少ないが、特色がある宿泊体験を求めるニ

ーズに応えるため、2013 年から追加され、2015 年現在 13 軒、265 室が登録 19されてい

る。 

 

キ、 医療観光ホテル業 

医療観光客に適合する宿泊施設であり炊事施設や宿泊に伴う飲食、運動、休養に適合する

施設を備え、主に外国人観光客を対象とした施設である。医療観光の活性化を目的に

 
15 同上 
16 同上 
17 キム・ジンス、国内観光産業の両極化問題及び改善方向、Hotel & Restaurant マガジン、

www.hotelrestaurant.co.kr、2016 年 4 月 5 日 
18 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、257 頁 
19 同上 
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2013 年追加されたが 2015 年現在登録 20されているホテルは存在しない。 

 

②休養コンドミニアム業 

施設の会員や共有者や観光客の宿泊と炊事に適合する施設を備え、宿泊に伴う飲食、運動、娯

楽、休養、公演、研修等に適合する施設を備え、サービスを提供する施設である。1982 年に追

加されて以降、国民の主要宿泊施設として捉えられており、2015 年現在 209 軒 42,796 室が登

録 21されている。 

 

③観光客便宜施設業 22 

 観光客便宜施設業とは、観光事業のうち旅行業、観光宿泊業、観光客利用施設業、国際会議用

施設業を除いた事業や施設で、観光振興に役に立つと認められるもので、「観光振興法」が定め

る規定により、地方自治体長または、地域別観光協会が指定するものである。 

ア、 外国人観光、都市民泊業 

住民が居住している住宅を利用し、韓国の家庭文化の体験に適合する施設を備え、外国人

観光客に泊食などを提供する施設で、2011 年に導入され、2015 年で 1,209 カ所が指定 23

されている。 

イ、 観光ペンション業 

自然、文化、体験観光に適合した施設を備え、運営者がそれら体験型サービスを提供でき

る施設である。2015 年、386 カ所が指定 24されている。 

ウ、 韓屋体験業 

韓屋での宿泊に適合する施設を備え、観光客に提供する他、宿泊に伴う食事体験やその他

の伝統文化の体験に適合するサービスを提供する施設である。2009 年に新設され、2015

年 1,065 カ所が指定 25されている。 

 

（2）「公衆衛生管理法」上の宿泊施設の種類 26 

保険福祉部所管の公衆衛生管理法は、国民の衛生水準の向上を図り、国民の健康増進に寄与す

ることを目的に制定されており、宿泊施設の種類は、炊事施設の有無によって、一般宿泊施設と

生活宿泊施設に分類される。 
 

20 同上 
21 同上 
22 法制処、法令情報、観光振興法、www.law.go.kr 
23 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、273 頁 
24 同上 
25 同上 
26 法制処、法令情報、公衆衛生管理法、www.law.go.kr 



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 
森下財団紀要 第２号 

 

33 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.2 

 

① 一般宿泊業 

宿泊滞在できる施設（炊事施設は除外する）であり、施設設備利用等のサービスを提供する

事業で、一般的には旅館 27、モーテル 28などがこれに含まれる。 

 

② 生活宿泊業 

宿泊滞在できる施設（炊事施設を含む）であり、施設設備利用等のサービスを提供する事業

で、レジダンス（serviced residence）などがこれに含まれる。 

 

表７．公衆衛生管理法上の宿泊施設の数 

年度 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

事業者数 30,651 30,673 30,640 30,746 30,880 

出典：国家統計ポータルサイト、http：//www.kosis.kr  

  

Ⅳ.韓国における宿泊施設の供給活性化に向けた取組み 
１．宿泊施設拡充のための政策 

韓国における観光宿泊施設充実に向けての取組みは、1961 年の「観光事業振興法」の制定と

同時にスタートした。その後、更なる充実を図るため、1986 年、1997 年、2012 年の３回にわ

たり「特別法」が制定された。それぞれの特別法について時系列に分析すると、まず、1986 年

の特別法であるが、この特別法は、1988 年末まで適用されたもので、アジア大会とソウル・オ

リンピックを控え、この国際的イベントを混乱なく成功裏に開催するため、観光客の受け入れ態

勢の拡充を目的に「オリンピック等を控えた観光宿泊業などの支援に関する法律」であった。こ

の特別法により、1987 年と 1988 年、観光ホテルの建設ラッシュが現出した。3,990 室のホテル

客室が新たに供給され宿泊施設の拡充に大きな影響を及ぼしたとされる 29。 

その後、1997 年、再び「宿泊施設の支援などに関する特別法」 30が制定され、2002 年末まで

適用された。これは、2000 年の ASEM、2002 年のワルードカップ、アジア大会などの開催を

控え、観光宿泊施設の拡充と共に、宿泊施設のサービス改善を支援し、宿泊産業発展にむけての

基盤整備が目的であった。当該特別法では、観光ホテル施設の建設に必要な行政手続きの簡素化

 
27 日本の旅館とは異なり、食事や飲料などが提供できる付帯施設はなく、客室のみを備えている低価格の宿泊

施設 
28 外国では自動車を用いる旅行者のための宿泊施設であるが、それとはことなり、韓国では、旅館とほぼ同様

の宿泊施設 
29 韓国観光公社、通史編―半万年の大韓民国の価値を高めた観光振興の半世紀、176 頁 
30 法制処、観光宿泊施設支援などに関する特別法、www.law.go.kr 
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や、観光ホテルを建設する際の土地の造成面積、建築規模、付設駐車場の設置基準などの規制が

緩和された。また、交通誘発負担金や、環境改善負担金などの各種負担金の減免などの支援規定

を設けるとともに、サービスの善にために観光宿泊業者に対して、従業員に対する資質向上のた

めの教育の実施を義務化した 31。当該特別法の制定による効果についてキムとユ（2002） 32

は、観光ホテル数が 1997 年から 2001 年で、457 軒から 488 軒へと、年平均 6.7％増加し、客

室数が 48,078 室から 52,073 室、年平均 8.3％増加し、制定前の同じ期間と比較すると、年平均

増加率が 2 倍近くとなり、観光宿泊業の発展に大きな役割を果たしたと評価している。また、

この特別法が施行された期間に、公衆衛生管理法による一般宿泊業のうち、4,238 軒（2002 年

4 月基準）を指定宿泊業者と指定し、’World Inn’と命名された中低価格帯の宿泊施設との共同予

約システムを構築し運用を行い、その後のインバウンド旅行における宿泊施設利用の多様化に寄

与したと評価している。 

次に、2011 年「観光宿泊施設の拡充・支援等に関する特別法」 33が制定され、2015 年までの

運用予定であったが 1 年間の延長となり、2016 年末まで適用される予定である。 

この特別法は、インバウンド観光客の 2,000 万人の時代を迎えるにあたり、新規ホテルの建

設手続きを簡素化し、観光ホテルの拡充期間を大幅に縮め、とりわけ、ソウルを中心とした首都

圏の宿泊不足問題を解消することと、中低価格帯のビジネスホテルの新規建設のための規制緩和

に対応するなど、観光宿泊施設の拡充の基盤整備を目的としている。具体的な中身は、2015 年

までに総部屋数 3 万 8,000 室の拡充 34を目標に、事業計画の承認や建築許可など、観光ホテル

の建設の手続きを簡素化、観光振興開発基金の優先的支援、容積率や駐車場に対する特例を適

用、グローバルなホテルチェーンブランドと契約を締結する場合、優先的に支援を行うなどであ

る 35。 

特別法を制定した 2011 年以降、新規ホテル数と客室数の増加率を見ると、新規ホテル数は

2011 年 644 軒だったのが、2015 年 907 軒へと、約 40.8％増加しており、客室数は 2011 年

70,763 室から 2015 年 101,726 室へと約 43.7％増加した 36。また、韓国観光サービス評価院の

キム院長 37によると、当該特別法は、中低価格帯のビジネスホテルの建設促進に影響を与えた

 
31 キムヒャンジャ・ユジユン、観光宿泊施設支援などに関する特別法の効果分析、韓国観光研究院、2002
年、7 月、要約ⅶ頁 
32 同上、要約ⅸ頁 
33 法制処、観光宿泊施設拡充のための特別法、www.law.go.kr 
34 チェヒョンギョン・キムジンヨン、ホテル産業の供給周期と規制研究、産業研究院、2013 年、59 頁 
35 法制処、観光振興法、www.law.go.kr 
36 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、年度別観光ホテル客室増加の推移を

参照 
37 キム・ジンス、国内宿泊産業の両極化問題及び改善方向、Hotel & Restaurant マガジン、

www.hotelrestaurant.co.kr、 2016 年 4 月 5 日 

http://www.law.go.kr/
http://www.hotelrestaurant.co.kr%E3%80%81/
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とされる。特級ホテルの業界がセカンドブランドを増やし 38、特にソウル市において、ビジネ

スホテルが多く含まれる 4 星級と 3 星級のホテルの数が 2013 年 71 カ所から 2015 年に 98 カ所

へと 38％増えたとしている。 

 

２．宿泊施設の品質向上への取り組み 

（1）ホテル業に対する等級評価の義務化 

2014 年 9 月、ホテル等級制度に大改正が行われ、観光ホテル業は 3 年ごとに等級評価を受け

ることが義務付けられることとなった。その背景として、韓国におけるホテル等級制度は、施設

及びサービス水準を効果的に維持・管理し、利用者の便宜を図ることを目的に 1970 年に初めて

導入された。当時、客室数を基準に等級が付与され、200 室以上の場合は特等級、100 室以上は

1 級、それ以下は 2、3 級が付与された 39。1979 年の改正では、観光ホテルの品質向上を目的

に、ホテルの施設だけではなく、サービスの運営実態についても評価されるようになった 40。 

その後、1999 年の改正では、等級決定業務が文化体育観光部から、韓国ホテル協会と韓国観光

協会中央会の二つの民間機関に委託された。この措置は、事業者団体が自ら等級を決定すること

によって、業界が自発的に等級制度のルールを守り、ホテルサービスの品質向上が図ることがで

きるという狙いであった 41。しかし、近年、客観的な品質水準を図る制度として機能していな

い等の指摘がなされた。とりわけ、調査の容易性を強調するあまり、有形の施設基準を中心とし

た評価内容や配点割合になっていることや、等級決定機関が二元化されていることによって、機

関別に評価方式や手続きの相違点が生じるなど、改善の必要性が提起されるようになった。しか

も、等級の有効期間が超えても、評価申請をしていない違反行為が目立ち、2012 年に文化体育

観光部が実態調査 42を行ったところ、ホテル等級決定を受けていない、あるいは、実際と異な

る等級を表しているなどの違法ホテルが全体の 63％になっていることが判明した。 

そこで、今回に改正されたホテルの等級決定制度では、客観性や公平性を高め、インバウンド

観光客に韓国のホテルの施設やサービス水準に対する正確な情報を等級によって伝えることに重

点をおいた 43。 

具体的な改正内容は、等級表示をグローバル基準に合わせ、韓国の国花「槿の花」から、

「星」へ変更した上で、信頼性と客観性を高めるため、等級決定機関を韓国ホテル協会と韓国観

 
38 例えば、 ‘ホテル・リッツ ’が 2011 年～2012 年の期間に韓国においてビジネスホテル 4 軒をオープンしてい

る。（文化体育観光部、世界ホテル産業の動向と未来研究、2012 年、104 頁） 
39 韓国文化観光政策研究院、観光ホテル等級制度の改善方案、2003 年 15 頁 
40 同上、16 頁 
41 文化体育観光部報道資料、 ‘ホテル等級制度 ’全面改編、信頼度が上がる、www.mcst.go.kr 、2014 年 11 月

20 日。 
42 文化体育観光部、観光ホテル等級管理実態調査研究報告書、2012 年、20 頁 
43 韓国観光公社、ホテル業等級決定事業、www.hotelrating.or.kr  

http://www.mcst.go.kr/
http://www.hotelrating.or.kr/
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光協会中央会から公的機関である韓国観光公社へと変更した。 

そして、評価基準について、これまでは、等級別に採点内容の違いがなく、総点 700 満点で採

点され、特 1 級は評価点数が 90％以上、特 2 級は 80％以上、それ未満は 1 級、2 級、3 級と等

級が付与された。2014 年の改正では、等級別に別途採点基準を設けるほか、評価方法と評価内

容の修正を行った。サービスを重視する基準に改め、評価方法は、評価日を事前に知らせ、評価

員が直接訪問し調査する‘現場調査’と、評価日を事前に知らせず、訪問し調査する‘暗行（４～５

星級）／不時（1～3 星級）評価’つまり、ミステリーショッパー形式の二段階に分けて実施する

ようになった。その上で、等級決定は、5 星ホテルは、1000 点満点で評価し点数が 90％、4 星

ホテルは 850 点満点で評価し点数が 80％以上、3 星ホテルは 700 点満点で評価し点数が 70％以

上、2 星ホテルと 1 星ホテルは、は評価点数が 600 点満点で評価が行われ、それぞれ点数が

60％以上、50％以上で合格となる。 

評価内容は、①共用空間のサービス部分②客室及び浴室部分③料飲及び付帯施設部分④その

他、付加点数（加点、減点）の内容が含まれる。暗行／不時評価には①予約サービス②玄関及び

駐車サービス③ロビーの環境及びフロント④客室サービス⑤ルームサービス⑥ビジネスセンター

⑦食堂⑧チェックアウト⑨見送りの内容が含まれる。 

 

表８．ホテル等級制度の概要 

区分 等級制度の内容 
決定 
機関 

韓国観光公社 

等級 
体系 

1 星 客室、浴室、朝食が可能 
2 星 １星の基準に加え、食飲料の付帯施設 
3 星 ２星の基準に加え、１個以上のレストラン、ロビー、ラウンジ、休息空間 
4 星 ３星の基準に加え、カスタマイズされたサービス、品格があるロビー 

品格がある寝具や家具を備えた客室、２つ以上のレストラン、ビジネスセン

ター、宴会場、国際会議場、１２時間以上のルームサービスが可能、フィッ

トネスセンター 
5 星 ４星の基準に加え、最上級の施設とカスタマイズされたサービス、３つ以上

のレストラン、大型宴会場や国際会議場、24 時間ルームサービスが可能 
評価 
方式 

現場評価；評価日を事前に通報した後に現場調査 
暗行／不時４～５星；１泊暗行調査／１～３星；無泊不時訪問調査 
※暗行／不時評価は等級決定申し込み日より９０日以内に実施 

等級 
決定 
基準 

5 星 1000 点満点；評価点数が９０％以上 
4 星 850 点満点；評価点数が 80％以上 
3 星 700 点満点；評価点数が 70％以上 
2 星 600 点満点；評価点数が 60％以上 
1 星 600 点満点；評価点数が 50％以上 

出典：韓国観光公社、ホテル業等級決定事業ホームページ www.hotelrating.or.kr を参照に作成  

 

（2）グットステイ認証制度 

グットステイは、優良な中低価格帯の宿泊施設充実のために、韓国観光公社所管の下、2006
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年にスタートした認証制度である。旅館やモーテルなど、公衆衛生管理法所管の一般宿泊業と生

活宿泊業に登録されている宿泊施設を対象とするもので、2015 年現在、全国に 612 カ所 22,653

室が認定を受けている 44。 

この制度導入の背景は、週休二日制実施による韓国人の国内旅行需要の多様化、そして、中国人

観光客の急増による宿泊施設不足に対応し、宿泊施設の供給不足が緩和するまでの間の多様な代

案宿泊施設の拡充のためであった 45。 

認定を受けた宿泊施設に関しては、‘グットステイ’ブランドロゴの使用権の提供、運営者及び従

業員にサービス標準化のための教育支援、オン・オフラインでの広告及び客室販売のための支

援、施設の増築・増設のための低金利での融資等、宿泊施設の運営及び改善のための必要な支援

を行う 46。2014 年からは、ホームページの改編により、顧客への利便性の強化を図り、オンラ

イン宿泊予約サイトのＯＴＡ（Online Travel Agency）との提携を通じて客室販売の支援を実施

した。また、定期的運営実態のモニタリングや新規指定業者の事前教育やフェイス・ツウ・フェ

イスの訪問サービス教育を通じて品質管理を強化した。その結果、2014 年はオンライン販売の

客室数が 164 カ所の 73,105 室で前年比 82％増加したとされる 47。 

 

（3）韓屋ステイ認証制度 

韓屋ステイは、代替宿泊施設の発掘及び宿泊施設の高付加価値化に資するため、2013 年から

韓国観光公社が韓屋体験業として登録している業者を対象に、認証する制度であり 2015 年末現

在、全国に 383 カ所、2,388 室が認証を受けている。認証を受けた業者 48は、認証マークの使

用や商標権を付与される。そして、観光公社が運営するホームページ上への情報の掲載や韓屋ス

テイに関する広報冊子の制作及び配布（英語、日本語、中国語）、観光公社の国内外のネットワ

ークと連携した商品開発及びメディア広報、運営者を対象としたサービス向上のためのアカデミ

ー講座の実施など、円滑な運営を実施するための様々な支援が用意されている。 

特に、2014 年からは、広報マーケティングの支援をより強化している。例えば、韓屋ステイ

及び名品古宅 49を対象に取材を行い、その内容を、Web サイトに掲載。有力ポータルサイトと

の連携を通じて韓屋ステイブランドの広告や韓屋ステイ・サポターズの立上げや運営を通じて双

方向での広報マーケティングの実施、韓国最大のポータルサイトネイバーとの業務提携を通じた

モバイルホームページの構築などである。その他にも、名品古宅の宗家の食に焦点を当て、観光

 
44 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、73 頁 
45 ソウル特別市観光政策課、観光宿泊施設建立及び支援制度の案内書、2013 年、37 頁 
46 韓国観光公社、グットステイホームページ、www.korean.vistkorea.or.kr 
47 文化体育観光部、2014 年基準観光動向に関する年次報告書、2015 年、72 頁 
48 韓国観光公社、韓屋ステイホームページ、www.hanokstay.or.kr 
49 古宅や宗宅のうち、文化財に指定されているか、あるいは、築 70 年以上の韓屋を宗家の妻が自ら管理・運

営する韓屋。 

http://www.korean.vistkorea.or.kr/
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商品化するため、パワーブロガー対象のパムツアーを実施するなど 2015 年にはオンラインを通

じて 10,609 室を販売、59 万 4 千人の観光客が宿泊した 50。 

 

（4）コリアステイ認証制度 

都市の遊休住居施設を、外国人観光客が韓国の家庭文化を体験できる宿泊施設として活用する

もので、2011 年に導入された韓国型 B&B 認証制度である。2013 年からは、個人旅行の増加に

伴う低価格で多様な宿泊需要に対応するため、既存のホームステイに加え、ゲストハウスまで拡

大し、認証するようになり 51、2015 年末現在 321 カ所 871 室が認証を受けた 52。認定を受け

た施設は、認定マークを使用できる他、韓国観光公社ホームページ（英語、中国語、日本語）に

ホストの情報掲示版を通じてゲストを募集できること等、予約マッチングサービスの提供や韓国

観光公社が制作する広報物にコリアステイの広報及び掲載さらに運営者を対象にサービス向上の

ためのアカデミー講座の実施、メディアを利用したブランド広報等の支援も行う 53。2015 年に

は、オンライン客室販売及び韓国語教育、修学旅行とホームステイを融合した商品を販促するこ

とで、総 20,998 室を販売しており、総 5 万 4 千名が宿泊した 54とされる。 

 

（5）ベニキア（韓国型ビジネスホテル チェーンブランド）事業 55 

ベニキアは、韓国観光公社が文化体育観光部の支援の下、国内外の旅行客に便利で合理的な価

格の宿泊サービスを提供することを目的に 2006 年にスタートした中低価格帯（ビジネス） 56ホ

テルのチェーン事業である。ベニキア（ＢＥＮＩＫＥＡ）は Best Night In Korea の頭文字をも

じった造語で‘最高の休息を送る韓国の代表ホテル’をモットーにしている。種類としては、

BENIKEA(30 室以上の観光ホテルを対象)、 BENIKEA HOME （30 室以上の家族ホテルを対

象）、BENIKEA Premier（100 室以上の観光ホテルを対象）の三つのブランドを展開してお

り、2016 年 6 月の現在、国内 51 か所、国外 2 カ所 57の 4,725 室の加盟ホテルを運営してい

る。 

ブランドの特徴として、信頼性（専門機関の厳重な審査を通過したホテル）、経済性（1 泊に米

ドル 100 ドル程度の合理的な客室料金）、一体性（従業員のサービス教育、宿泊客へのアンケー

ト調査、ミステリーショッパーを通じた一体的なサービス品質管理）、立地性（ソウル、釜山、

 
50 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、74 頁 
51 韓国観光公社、コリアステイホームページ www.koreastay.or.kr、 
52 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、73 頁 
53 韓国観光公社、コリアステイホームページ、www.koreastay.or.kr 
54 文化体育観光部、2015 年基準観光動向に関する年次報告書、2016 年、73 頁 
55 韓国観光公社、ベニキアホームページ、www.benikea.com 
56 旧ホテル等級で 1～3 級観光ホテルを対象にしている。 
57 日本の福岡、アメリカの LA 

http://www.koreastay.or.kr/
http://www.koreastay.or.kr/
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江源、済州道等の全国主要観光地にアクセスしやすい立地）を掲げ、ベニキア独自の基準による

厳格な品質管理を行う。また、ＳＮＳや多様な媒体広告、情報発信等によってブランドイメージ

向上に向けた取り組みを行っており、2011 年 12 月に行ったホテル宿泊経験者を対象としたオ

ンライン調査では、ビジネスホテルにおける認知度が 17.3％ 58だったのが、2015 年の同調査で

は、34.5％まで向上し、韓国国内におけるビジネスホテルのうち、認知度一位 59を記録してい

る。 

 

Ⅴ.おわりに 
韓国のインバウンド旅行市場は、2010 年以降、年平均 10％の増加率で急拡大し、宿泊施設の

拡充やその運用についての対応に迫られている。宿泊施設の需要に関しての特徴は、旅行需要が

ソウル等限定した地域に集中し、その地域での宿泊施設不足と高騰する宿泊費などが喫緊の課題

となっている。このような現状を踏まえ、本稿では、韓国インバウンド旅行市場で圧倒的な割合

を占める中国人旅行者とそれに次ぐ割合を占める日本人旅行者の宿泊需要特性を把握した上で、

宿泊施設活性化に向けた取り組みについて考察した。 

 考察の結果、課題解決のためには大枠で市場を捉えるのではなく、ターゲットとする旅行市場

特性に応じた政策や制度設計が必要であるということである。 

例えば、最大のターゲット市場である中国人の場合、比較的に団体旅行の割合が高く、20～

30 代の若い年齢層が多い。そして宿泊施設を選ぶ際は、価格を重視する傾向が強く、ホテル以

外の低価格な宿泊施設を利用したいというニーズが多い。一方、日本人の場合は、個人旅行やリ

ピーターが多く、滞在期間が比較的に短く平均 4 日以内であることから、宿泊施設に関しては

立地を重視する傾向があり、ビジネスホテルの様な中低価格帯のホテルを好む傾向が見られる。

そこで、韓国政府はこれらのニーズに対応するため、「特別法」の制定や運用を通じて、従来は

主に自国民の宿泊施設として利用されてきた一般宿泊施設について、その宿泊施設に見合う認定

制度を設けるなど質の向上や客室販売の支援を行うと同時に、中低価格帯のホテルの拡充にも力

を入れている。 

その結果、インバウンド旅行者の宿泊に対する満足度や宿泊施設不足には一定の成果が見られ

たようである。これらの考察結果は、韓国同様急激な成長を遂げつつある日本のインバウンドに

おける宿泊施設に関する現状 60と課題解決に大きな示唆となろう。今後さらに詳細に分析した

 
58 文化体育観光部、2011 年観光動向に関する年次報告書、2012 年、36 頁 
59 2 位は東横インホテル、3 位はウェストベスタンホテルが続く 
60 みずほ総合研究所の分析によると、2020 年まで訪日客が 2500 万人となる前提では、東京・大阪・京都など

11 都府県を中心に、4 万室強の客室不足が発生し、その客室不足解消のため 5,688 億円の新規ホテル投資が必

要になり、（大橋香織、「インバウンド観光と宿泊施設不足―2020 年までに東京・関西を中心に不足感強まる

―」、みずほインサイト、2015 年 8 月）さらに、訪日客が 4000 万人になる前提では、とりわけ、東京・大阪を

中心に 4.4 万室が不足するとしている。しかし、その一方で東京・近畿以外では、宿泊施設過剰感が強まる可
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結果について、学会や現場において提案して行きたい。 

なお、大都市ソウルにおける宿泊施設不足問題はより深刻で、2014 年に文化体育観光部 61が

発表した資料によると、観光目的で訪れる旅行者の割合、客室稼働率（80％）、平均滞在日数、

ホテル利用率などを考慮し、ホテル需給を予測すると、2017 年の場合、ソウル地域での宿泊需

要は 41,301 室であるに対し、供給面では 33,864 室でしかなく 7,437 室が不足すると推計して

いる。しかし、ソウルは人口密集地域であり、新規ホテルの土地の確保にも限りがあるとも指摘

している 62。韓国におけるインバウンド旅行の持続的な発展を考えると、旅行需要の地方への

分散が必要不可欠であろう。現状のインバウンド旅行者の主な活動は、ソウルなど首都圏でのシ

ョッピングやグルメであり、多様性に欠ける。そこで、どうしても地域分散化が必要になる。

様々な地域での体験型のコンテンツの開発やそれらの有効な情報発信に向けた取り組みが求めら

れる。これも日韓共通のインバウンド観光における大きな課題であり、筆者の今後の研究課題で

もある。 
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【ABSTRACT】 

Inbound tourism in Korea is beset with problems. Among them, an overconcentration of accommodation 
in Seoul have caused shortages of facilities and raising cost. This study investigates the policy initiatives 
toward the institutional development for the revitalization of the lodging industry by examining the 
characteristics of demand for accommodation in the Korean travel market from Chinese tourists, who 
constitute the majority of overseas travelers, as well as those from Japanese tourists, who followed in second 
place. This investigation confirms that the resolution of the accommodation issue does not necessarily lie in 
the general travel needs but rather in the effectiveness of policy and institutional planning that corresponds 
to the diversity of tourist demands.  
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【Conceptual   Research paper】 
Models of brand equity – a transfer from the production to tourism settings 
and their application  
Basic parameters of a successful destination brand  

 
Marica Mazurek∗ 

(Abstract) 
The study provides insight into the theory of brand equity models, which are predominantly used for non-tourism settings and the 
discussion of the applicability in tourism destinations. The contribution of this article is to try to think out of the box and use some 
principles of branding and brand measurement also in tourism destinations, at least to be able to understand some different 
concepts. The results of research and study revealed that the brand equity research in tourism destinations is still underdeveloped 
and only some of studies discussed models suitable in tourism settings, which confirmed a need for further research of models of 
brand equity in tourism destinations.  

Keywords: Models of brand equity; Brand equity measurement; Competitive advantage and innovations  

1. Introduction  

     Branding as one of possible way of the competitive advantage improvement of destinations has been 
studied during the last decade and even earlier (after 2nd World War in production settings) by academics or by 
practitioners (DMOs, governmental or private marketing and planning bodies, etc.) Branding belongs to the 
topic popular especially due to its internal meaning and strength, which could be expressed by branding equity. 
Howard Schultz, the founder of Starbucks mentioned that “the most powerful and enduring brands are built 
from the heart. They are real and sustainable. Their foundations are strong because they are built with the 
strength of the human spirit, not an ad campaign” (http://www.ultraupdates.com).  

     The importance of self-expression and emotional attachment, which is embedded in brands, enables to 
boost competitiveness of tourism destinations, especially by stronger attachment and loyalty and so called 
kinship of destination. These components build a structure of models of branding. Brand equity measurement 
and application of models is emerging and the academics became more curious how the existing practices and 
models are applicable and if they are applicable in real settings and what is the benefit of their use or 
application for destinations and communities. This question became even more striking due to the fact that the 
future of marketing will be a battle of brands (Pike, 2005). 

  1.1. Methodology and Goals   

      In order to be able to understand brands, principles of branding and brand equity creation and measurement, 
the aim of the paper is to explain how the principles of brand models and brand equity have been constructed in 
production and transferred into tourism concepts. Several models have been specifically used in production 
settings and specific models have been constructed for tourism settings; however, their applicability or 
measurement of brand equity has still not been fully explored. The most important argument, which has 
influenced this type of conceptual search is the question if really a brand fulfills the brand promise and if the 
brand equity models should be created from the supply side or demand side or both sides (more versatile) and 
especially which elements should a successful brand (and model of brand equity) contain in order to fulfill it. 
For this reason our methodology will follow the specific goals of research:  

 
∗ MSc, PhD. candidate University of Matej Bel Banska Bystrica 

http://www.ultraupdates.com/
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a) make review of different chosen set of brand models (common, even suitable for production, and 
tourism destinations)  

b) set up criteria for their comparison (supply side, demand side, both sides - versatile, production and 
tourism settings) 

c) determine crucial items (dimensions) for each group of models  
d) create own model comprising the demand and supply side perspective and combining both sides in 

order to fulfill the promise of a tourism destination 
e) discuss and explain the principles and methods of measurement of brand equity and 

implementation constraints 
 
     The study has been based on a research of selected academic literature dealing with branding, models of 
brand equity, brand management in production and in tourism settings, comparison of different approaches to 
brand models and discussion about these differences. The goal of this study was to combine together the 
existing knowledge on brand equity measurement and selected brand equity models. These models have been 
chosen especially due to their possible implementation in tourism destination setting. The choice of models is 
selective and there exist several different models of brand equity, which were not included. However, we claim 
that the models used in this research are suitable for the comparison and the explanation of principles of 
functioning in tourism destinations. A selection of models of brand equity was based on former research dealing 
with brand equity concepts and the fact that the concept of customer-based brand equity has been developed at 
highly qualitative level by the studied authors as Aaker, Keller, Cai, Boo, Busser and Baloglu (2009) model, etc.   

      The study could be used as an exploratory conceptual research for further measurement and 
implementations of specific concepts in tourism destinations and become a source of inspiration for developing 
of methods of brand equity measurement in tourism regions, destinations or tourism generally. The goal is not 
to discuss specific examples or cases, but to compare the models and their concepts, discuss their applicability 
(strengths and weaknesses) and find among those models some useful and inspiration components for tourism 
managerial practice. 

2.  Literature review  

2. 1. Brand equity   

     Brand equity as a source of wealth and “added value” has emerged enormous interest among tourism 
marketers and academics despite of the fact that brand equity is rooted in financial disciplines, for instance in 
the accounting. Thode and Maskulka (1998) defined positive brand equity in financial content as corresponding 
to a situation when “the producer is able to sell their product at a price above the commodity (bulk) price and 
the premium price can be attributed to the bond itself.” Additionally, Wood (2000) pointed out that “the brand 
construct has proliferated into multiple meanings. Accountants tend to define brand equity differently from 
marketers, with the concept being defined both in terms of the relationship between customer and brand 
(customer-oriented definition), or as something that accrues to the brand owner (company-oriented definitions).” 
Dual approaches to the brand equity creation and perception of brands inferences the construction of models of 
branding.  

     Brand equity creation could be perceived from two paradigm angles – the neoclassical and the relational. 
Neoclassical approach in marketing is based on the micro-economic perspective with a predominant function of 
marketing mix tools. However, in this period of time, the relational paradigmatic approach to branding is 
becoming more popular in the most successful marketing strategies. In order to support this statement, Ambler 
(1997) distinguished “the underlying discipline of the marketing mix or neoclassical paradigm is 
microeconomics, whereas the relational paradigm is about people and draws its substance from the other social 
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sciences.” A shift from classical marketing and branding theory to the place marketing and branding by offering 
the relational and network marketing paradigms and alternative branding perspectives (relational branding) have 
demarcated a contemporary development of marketing and the growing importance of brand equity function 
even in tourism destinations.  

     Pritchard and Morgan (1996) suggested that a successful brand builds an emotional link between product and 
consumer and that “mood marketing” is a useful method of destination branding; where brand saliency is 
created through the development of an emotional relationship with the consumer through highly choreographed 
and focused communication campaigns.” The emotional attachment to tourism destinations can be fulfilled via 
attitudes, attributes of a place, especially through the sophisticated management of a tourism system in a place 
(place branding and management), management of brand attributes (natural environment, history, culture, 
heritage as well as services offered in a tourism destination and their quality). Several authors as Pyo, Mihalik & 
Uysal (1989) underlined a multidimensional character of the motivation of tourists seeking an experience and 
the emotional attachment in tourism destinations.  

     For this reason, it is important to evaluate in branding a historical potential, heritage, character of 
destinations (city, town, rural place, coastal or mountainous destinations). The role of history and culture in 
branding of places has been supported also by academics Go and Govers (2009) who described in their the 3-
gap place branding model based on the idea of the 5-gap service quality analysis model by Parasuraman et al. 
(1985) in the Place identity (Anchor) section the importance of authenticity and history, culture and religion for 
successful place branding strategies. Experience, imagery and emotional bonds are the results of the 
implementation of culture, history and heritage into the branding strategies of destinations.   

     The emotional bonds and motivation are formed on a demand side; however a tourism destination’s desire is 
to create favorable conditions and to motivate and attract more visitors. Hence, as has been mentioned by Kozak 
(2003), on the supply side, the trip is not a single product; it is made up of components supplied by a variety of 
organizations with different objectives. For this reason, the process of branding and branding equity creation 
could be a really peculiar, and the author added that “all these elements make a contribution to the tourists’ 
cumulative experiences with the vacations”. The attributes as a part of brand equity may influence the emotional 
attachment, attitudes, brand loyalty, and the awareness as one of the most influential factors of the brand 
strength jointly with the brand attributes. A complexity of destination product in tourism destinations consists 
also from a local community and the representatives of public and private sector. Important is a mutual co-
operation of these entities and especially the co-operation with the community and local people. This process is 
crucial for a successful branding process and the participation of local community influences better authenticity 
and mutual co-operation and co-creation processes. It is a process of improvement of mutual relationships 
among brand creators, community (setting of a brand, a place) and the brand users (visitors, customers), which 
influences a loyalty growth.      

     Based on a relational network of a brand and place branding concept (Hankinson’s place marketing and 
branding concept, Scheme 1), a success of branding  and brand equity depends on the coexistence and co-
operation of  brand creators (supply side) and brand users (demand side) and a congruence of their perceptions 
of attitudes and attributes offered by a tourism destination. Building a destination brand and creating of brand 
equity requires a fulfillment of an expected experience and promise. The above discussed ideas were expressed 
in a definition of brand as a “name, symbol, logo, word or other graphic that both identifies and differentiates 
the destination, furthermore it conveys the promise of a memorable travel experience that is uniquely associated 
with the destination, it also serves to consolidate and reinforce the recollection of pleasurable memories of 
destination experience “(Goeldner et al., 2000, p. 653). The most important in this definition is the idea of a 
promise, which needs to be explained and especially to understand a necessity of a holistic approach to branding 
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process. A holistic approach to branding enables to implement a holistic view of all important attributes, e.g. 
tangible (utilitarian and environmental), intangible (symbolic) and experiential (based on Keller, 1993).  

Scheme 1: The relational network brand 

 
Source: Hankinson, G, 2004. 

          The models of brand management (identity, equity, and brand architecture), constructed by Aaker (1991), 
Kapferer ((2004), and Keller (1993), contain main principles of branding based on methods of benchmarking. 
For this reason, the most useful strategies and tactics for data collection have become a priority of branding 
researchers.  To create these strategies or tactics, two main approaches are familiar in branding – management 
of brands (supply side) and consumer culture and brands (demand side); however, another familiar approach 
involves mixing of both in order to achieve a congruency.  For instance, Kapferer’s model (Scheme 2, 3, and 4) 
includes six facets: physique, personality, relationship, culture, reflection, and self-image. Consumers perceive a 
destination from a bottom-up perspective. Scheme 6 explains the logistic of brand management and brand 
perception. Consumers perceive first the tangible character of a destination; however, before a visit, they create 
attitudes and beliefs. Consumer’s image is created by the organic image (knowledge about a destination from 
different source, and media), or the induced image (promotional and marketing activities). Crucial for trustful 
image creation is a principle of respecting the brand core identity. Brand and image building needs to stem from 
the brand core identity, and the image has to be created before the identification of the brand core identity 
(Kapferer, 1995). This fact influences congruency of destination image (represented by a brand) and self-image 
(a consumer’s perception and feelings during a visit. 

Scheme 2: The Brand Pyramid and the Identity Prism 

 
Source: Kapferer, J. N., 1995. 
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Scheme 3: The Brand Pyramid and the Identity Prism 

  

Source: Kapferer, J. N., 2004. 

Scheme 4: The brand system 

 
Source: Kapferer, 2008. 

    The Kapferer’s brand prism model (Scheme 3) contains an emerging salient component (physique) – the 
tangible added value. Physique contains the characteristics of a destination, its qualities. Kapferer (2008) 
stressed the importance of material benefits even for the image-based brand. Physique is the backbone of the 
brand with its representative qualities. In addition, it has a tangible character and means the icon of a destination. 
The problem with brands, representing physical facets, can be in their weak functional added value caused by 
the intangible character of services.  In a service sector as tourism, the intangible character of services originates 
a case wherein many brands start as ideas and not as tangible added values. For this reason, in tourism branding 
based on the emotional connection to a destination, stronger factor as the physique, would be for visitors the 
emotional attachment and experiences.  
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     The two-legged concept, described by Kapferer (2008), confirms the importance of emotional branding, 
creation of pleasant attitudes, image, and the appreciation of attributes of a tourism destination. Figure 1 
illustrates the concept of brands as two-legged value consisting of intangible and product values. This concept 
supports the idea that effective branding of tourism destination has to be grounded on the emotional content and 
the intangible values are primary sources of brands. 

Fig. 1:  The two models of brand building 

 

Source: Kapferer, J. N., 2008. 

     Some authors claim that experiences can be managed as products (Zeithaml & Bitner, 2003), which supports 
the importance of experiences for both – consumers and tourism destination marketers. Kapferer’s model 
enables to understand the principles of brand identity building and its components, for example culture and 
history, which influence the uniqueness of a destination.  

           A fact that tourism is predominantly a service sector, has implications for branding and the impact of 
relationships among the service providers and consumers.  The inner relationship with a brand is expressed in 
the self-image of the brand user.  The brand identity prism model contains the ideas and relationships, which are 
useful for explanation and comparison of models of consumer brand equity, their efficiency, and efficacy. In 
addition, the model confirms the importance of relational marketing and explains the construction of a brand.   
In order to understand how consumers decide and where their decision is rooted emerges a need for the 
competitive environment. Measurement of brand equity and the implication of brand equity models dealing with 
the consumer based equity needs to implement a decomposition approach (discussed by Aaker and Keller). The 
following discussion will highlight some main principles of these models and their conceptual base, their 
strengths and weaknesses and possibilities of the implementation of some of their characteristics into tourism 
settings.  

2.2.  The Aaker’s and Joachimstahler’s model of consumer brand equity  

     The importance of brand identity building with a core and extended identity has been confirmed also by 
Aaker.  Aaker (1991) is one of few academics dealing with models of brand equity who combined the concepts 
of consumer perception (awareness, brand associations, and perceived quality) with the consumer behavior 
(brand loyalty). 

     The author grouped 12 dimensions of brand identity into four perspectives: “brand-as product (product scope, 
product attributes, quality/value, users, and the country of origin), brand-as-organization (organizational 
attributes, local versus global), brand-as a person (brand personality, brand-customer relationship), and brand-
as-symbol (visual imagery/ metaphors and brand heritage)” (Keller & Kotler, 2006). Aaker’s model is 
considered the most generally accepted model, and represents the demand and supply side of branding with a 
strong managerial and marketing impact.  
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     Aaker (1991) discussed the difference between the classic brand management model and the brand 
leadership model, where in the second type of model a brand equity principle is rooted in the strategic, visionary 
approach.  The first version of the model (Scheme 5) was created by Aaker and later developed by Aaker and 
Joachimstahler (2000). The model is based on a systematic analysis of branding and a strategic vision, which 
are important for systematic and pragmatic models. Brand loyalty, brand awareness, perceived quality, brand 
associations, and other proprietary assets (patents, trademarks, and channel relationships) are five assets of the 
model. Aaker (1991) defines brand equity as “a set of brand assets and liabilities linked to a brand, its name and 
symbol that add or subtract from the value provided by a product or service to a firm and/or to that firm’s 
customers” (p.15). 

Scheme 5: Managing Brand Equity 

 
Source: Aaker, D. A., 1991. 

Brand loyalty measures the consumer’s commitment or attachment to the brand and refers to repeated 
purchases or visits to a destination. Some authors define brand loyalty from the attitudinal or behavioral 
perspectives, where a former means commitment to some specific value of the brand and the latter refers to a 
preference for a specific product or service. Brand loyalty increases chances of a target market to be competitive 
by the strengthening of components of brand equity (Aaker, 1991, 1996). It is the only one component of this 
model, which cannot exist without a personal experience or use. For this reason, brand loyalty is one of the most 
important components of brand equity. Awareness, associations, and perceived quality (customer’s subjective 
opinion) are not so strictly based on personal experiences with a brand. 

     Brand awareness is consumer’s ability to recall a brand. The strongest factors influencing awareness and 
recall involve product and service quality, and brand associations (the set of information and characteristics 
known about brand). The level of awareness stretches from mere recognition to brand dominance. Aaker (1991, 
1996) distinguishes two factors associated with brand awareness – brand recognition and brand recall, where the 
latter means to retrieve a brand from memory. Perceived quality is rooted in subjective evaluation of quality by 
a consumer. A gap between quality of tourism products, services, and perceived quality originates a decreased 
trust, popularity of a destination, and means a decrease of competitiveness.  

     The reason to buy a product or visit a destination is incorporated in brand association, and customers express 
through their positive attitude their relationship to a brand. Aaker (1991, 1996 b) added that the most influential 
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brand equity’s components, which are part of brand associations, are brand personality and organizational 
associations. Positioning is a tool used in competitive destinations and its powerful character stems from the 
creation of strong associations and differentiation (Aaker, 1992).   

Figure 2: Managerial and consumer-based approach presenting the role of brand positioning 

 
Source: Aaker, D.E., 1996. 

     The strongest bond with brand associations involves brand awareness, especially through the implementation 
of names, symbols, slogans associated with tangible physical attributes or intangible attributes of tourism 
destinations. Hankinson and Cowking (1993) matched the consumer’s physical needs with the functional 
attributes and the psychological needs with the   symbolic values of a brand.  For this reason is important to 
create strong brands fulfilling the brand promise and enabling to combine the managerial and consumer-based 
approach (versatility in the use) with a strong commitment to fulfill the expectations of visitors.  

 2. 3. Keller’s customer-based brand equity model (CBBE)  

     Keller confirmed in this model the Aaker’s idea of combining physical and imagery components in order to 
create a strong and rich brand. Aaker and Jacobson (2001) explained that emotional needs are satisfied by 
emotional concerns and utilitarian needs by rational concerns. Keller’s model is less versatile as Aaker’s and 
Joachimstahler’s model because it is based on a consumer´s behavior and a managerial (marketing and 
management) approach.   

      These concepts of Keller´s model are based on the theory of planned behavior (Ajzen, 1985, 1987, 1991) 
and the theory of reasoned action (Fischbein & Ajzen, 1975).  Keller originated three types of models - Brand 
Positioning Model (identifying the differences and point of parity of products), Brand Value Chain Model 
(suitable for financial settings), and Brand Resonance Model. For our research interest, Customer Based Brand 
Equity Model (CBBE) or the Brand Resonance Model (Scheme 6) will be explained. 

Scheme 6: Keller’s CBBE model 

 
Source: Keller, K.L. (2003). 
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The model was primarily constructed for production setting, but some principles and concepts are also 
flexible for tourism destinations. Three major characteristics shape the model – brand knowledge, brand 
awareness, and image. All three concepts have been   transferred from a cognitive psychology (associative 
network memory models).  A major idea concerning strength of branding, is that minds of consumers are the 
most powerful weapon (Keller (1993), i.e., the brand knowledge is presented by thoughts, feelings, images, 
perceptions, and attitudes. Knowledge of brands and consumers’ response is a determinant of the customer-base 
brand equity. The origin of knowledge and its impact on consumer behavior is an influential factor. Heding et al. 
(2009, p. 88) explained that in cognitive psychology, “knowledge in memory consists of nodes and links and is 
structured into associative networks….the nodes vary in strength; some associations are stronger than others.” 
Recognition of brand knowledge consisting of brand image and awareness, classification of brand associations, 
attributes, attitudes, brand recall, is important source of information for consumers, as has been presented in the 
Scheme 7. 

Scheme 7: Dimensions of brand knowledge 

 
Source: Keller, K.L., 1993. 

      Keller stressed the importance of image and brand awareness in his model; however also other factors are 
influential.   For example, in order to understand the imagery, a demographic and psychographic characteristic 
of consumers is required. Performance building block contains service effectiveness. The evaluation of 
historical, heritage potential is rooted in the imagery. Important source of data is the evaluation of attitudes and 
attributes and the image of a destination. Burmann et al. (2009, p. 393) claimed that “the level of benefit 
provided to buyers by the brand corresponds to the amount of brand strengths ascribed to the brand”, which 
means that the brand strength is crucial for the creation of a strong brand equity.   

    Except “Brand knowledge” as one component of a strong brand, Keller (2002) agreed that differentiation, 
positioning, and a response of consumers to marketing are decisive factors for creation of strong brands. 
Differentiation and positioning belong to the recognized influential factors of competitive strategy by Porter 
(1980). Another important factor of a strong brand is a consumer response to marketing. Keller (2001) 
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underlined that in the first phase of model preparation is crucial to recognize brand identity, especially the 
relationship of a customer to the brand associations and a search for meaning of brand in the minds of customers. 
The brand knowledge creation scheme contains steps, which enable to recognize attitudes of consumers and to 
evaluate attributes and benefits (functional, experiential, and symbolic). Functional attributes represent the 
tangible character of a tourism product whereas the emotional (symbolic) attributes fulfill social and personal 
needs of consumers and create self-esteem (Keller, 1993; Hankinson & Cowking, 1993; de Chernatony & Mc 
William, 1989). The feelings about a brand and emotional aspects are embedded in the experiential attributes.  

     Keller’s CBBE model and especially brand ladder building follows a vertical and horizontal division with a 
bottom-up direction. Division of the model into two horizontally and vertically separated parts explains the 
approach to the creation of brand equity and the approach applied to the brand equity building. The right side of 
the pyramid contains the emotional characteristics (imagery, feelings). The rational characteristics (judgments, 
performance) are predominant on the right side of the pyramid. The bottom – top approach determines a priority 
of primary search for brand awareness through the salience identification. Model consists of six building blocks 
– brand salience, brand performance, brand imagery (foundation for the construction of the three remaining 
building blocks – consumer judgments, consumer feeling and consumer-brand resonance). 

     Salience measures the effectiveness of brands (consumption, purchase), which means a probability to be 
chosen by a consumer (Kotler & Keller, 2006; Keller, 2001).  Awareness, recognition, and recall are the most 
important factors of salience and create a deep awareness in the minds of a target market. Depth and breadth of 
awareness enables a creation of salient brands allowing customers to recognize and recall easier a brand.  The 
salient brand resides in a mind in the top position, in the right time and place (Keller, 2001). Mathieson and 
Wall (1982) explained in their sequential model of consumer decision making how the awareness is created in 
the process of decision.  Meaning of a brand is embedded in the imagery or image building from more 
intangible components. The use of brands by different people evokes different meaning for various social 
groups based on demographic and psychographic factors. Image and brand associations, consisting of attributes, 
benefits, and brand attitudes, are basic concepts of a model. The character of attributes influences the brand 
imagery creation, i.e., the tangible attributes as scenery, history, heritage, which could be easily captured in 
customer’s memories. The intangible attributes are, for instance, the atmosphere of a place, a character of the 
environment, services, quality of infrastructure. The implementation of symbolic attributes, such as the 
atmosphere of a place (ambience), is crucial; however a peculiar character of symbolic attributes and their 
uniqueness complicate the process of communication in branding. A success of branding influences the richness 
of symbolic experiences (Gnoth, 1998). The importance of symbolic attributes also means a stronger protection 
against copying of brands.  

      For this reason, image has an enormous impact on the success of branding despite the fact that image is not 
branding…it is only one step closer to branding and brand equity creation. Image, consisting of a variety of 
dimensions (cognitive, affective), has been identified by Henderson (2000) as construct of the knowledge, 
feelings, beliefs, opinions, ideas, expectations and impressions about a tourism destination.  Brand image is 
closely interrelated to the feelings dimensions of a destination as a part of the CBBE model, for example, the 
feeling of security, social approval, etc. and is associated with the recognition of brand by consumers. The 
evaluation of quality and satisfaction with services belong to the building block “judgments” as well as the 
differentiation and the evaluation of credibility of brand. Quality and satisfaction with services are evaluated 
from the consumer’s perspective, which means a subjective approach based on different criterion as for instance 
a quality of services measured by specific standards constructed by service providers.  

     The final steps in building a model of consumer-based brand equity reveal the responses of customers to 
brand meaning and a creation of brand loyalty between the customer and creator of brand (a tourism destination 
and its entities). The most sensitive indicator of the consumer’s loyalty and attachment is the consumer-brand 
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resonance, which contains the affiliation to the community (kinship), attachment to brand (attitude to the brand). 
The final step of the attachment and relationship to brand is the engagement with a brand through a personal 
involvement. It means to become involved in the supporting groups, fun clubs of a particular brand in a tourism 
destination. The most important requirement for the brand resonance fulfillment is a situation when a 
congruence of the expectation has been achieved (Keller, 2001).  

2.4. Cai’s destination brand model  

     Cai’s model of destination branding (Scheme 8) is merging the branding concepts from a perspective of 
brand creator (tourism destination) and user (customers). Cai agreed with William and Palmer (1999, p. 737) 
that “brand image is a pivotal aspect of a marketing strategy for a destination”.  

Scheme 8: A model of destination branding 

 
 Source: Cai. L., 2002. 

Model of cooperative branding, known as Cai’s model, is blending some formerly created concepts of the 
image projection based on the studies of academics as Hunt (1975), Baloglu and McClearly (1999), Echtner and 
Ritchie (1993), Gartner (1989), Crompton (1979), Fekeye and Crompton (1991), Dann (1996), Gunn (2001), 
and others.  Despite the image is a crucial factor in destination branding, it is not sufficient for a success in 
branding. The difference between the creation and branding image means a dual epistemological approach, 
which influences a deeper understanding of branding and brand equity.   

         Cai (2002) stated that “the model considers destination branding as a recursive process that revolves 
around the central axis formed by brand element mix, brand identity, and brand image building” (p. 736). 
Spreading and activating of model’s elements in the clockwise direction logically explains the supply side (left 
side) and demand side (right side) of brand equity and brand image creation as two-dimensional process 
(organic, induced image) or three-dimensional (organic, induced, composite). The author, similarly as Kapferer, 
Aaker, Keller, Hankinson and Melin admitted the importance of brand identity in branding, especially the 
application of the psychological theory of Adaptive Control of Thought (Anderson, 1983) based on the 
interconnection of brand identity and image. The idea is rooted in the interconnection of nodes (information) in 
verbal, visual, or abstract form as a network, which serves as the ignition for activation in the external 
environment. The most effective approach to strengthening and activating of linkages is through the brand 
image building.  
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      The concepts of Gartner’s image creation corresponded to Cai’s perception of destination image creation. 
Consumers create images and perceive branding messages individually. The cognitive components of image 
consist of beliefs and attitudes of individuals (consumers) creating a specific mosaic of attributes (Pike, 2004; 
Garner, 1993).  Some beliefs can be based on the former experiences, perceptions of reality; however, some are 
most present. Fischbein (1967), Pike (2004), and Fischbein and Ajzen (1975) questioned the importance of 
accepting a difference between individual’s beliefs and attitudes. Fischbein expressed the idea that sometimes 
both terms are understood as “attitude”, but the former [belief] is based on the information about the country 
and the latter [attitude] means the feeling about the country. The second component of image is the affective 
component, which means a selection of a destination based on motives (Gartner, 1993). 

      Destination attributes are crucial for a development of the affective image. The final, action consensus of 
formerly developed cognitive and affective image, is embedded in the conative image. Gunn (1972) opposed the 
idea of Gartner’s three-dimensional image creation and introduced two-dimensional approach as the organic and 
induced image process. Goodrich (1978) similarly agreed on the two-level division of image – the primary 
destination image (visit perception) and the secondary image (based on external sources). Fakeye and Crompton 
(1991) developed the three-dimensional image model – organic, induced, and complex. The most holistic 
approach to the image creation developed Echtner and Ritchie (1993) in their model consisting of three 
dimensions – holistic, functional-psychological, and common-unique. The conceptualization of  Echnter’s and 
Ritchie’s model and Baloglu and McClearly concept (1999) based on the implication of personal factors 
(psychographic and demographic) and stimulus factors (experience, knowledge) created more consistent body 
of knowledge on image and contributed to the concepts of branding applied in  Cai’s model of branding.  

     The importance of Cai’s model could be explained in a connection with a discussed psychological theory 
(Fischbein, Ajzen), self-image creation, and the image and positioning strategy forming in tourism destination 
branding.  As Cai (2002) explained, “image formation goes beyond the tourist-oriented approach to encompass 
what image a destination marketing organization (DMO) wants to project through each of the three As” (p. 726), 
e. g. attributes, affective components, and attitudes. Actual image created by consumers, or brand image 
represents the destination’s image held by visitors or potential visitors, which has multi-attributed character 
(composite image). Baloglu and McClearly (1999), Gartner (1986), Mayo (1973), Stern and Krakover (1993), 
Dichter (1985), MacInnis and Price (1987) and others understood imagery as the multi-attribute construct in 
gestalt. It means that the images are perceived during a visit of a destination as a holistic experience. 

      The image, originated in the minds of potential visitors and visitors, is rooted in the individual perception of 
a destination attribute, which is not similarly important in marketing strategies of tourism destinations. The 
preferences are subjective and a result of it can be a gap between the projected and perceived image. Kozak and 
Tacsi (2006, p. 304) stated that “theoretically, the projected and received images could be different and the fit 
between the two would depend on the success of the destination marketing activities, eventually contributing to 
the consumer satisfaction upon visitation.” For this reason, the aim of the brand equity and image creation is to 
match individual attributes and attitudes (brand image) with the brand identity (desired or projected brand 
image) through the marketing (induced image and the application of the appropriate marketing mix).  

     The concept of image, brand identity, positioning and differentiation is crucial for competitiveness, and Poon 
(1993) stressed the influence of positioning and differentiation on the competitiveness of tourism destinations. 
Brand positioning means the ability of a tourism destination to compete for a specific market.  Branding of 
destinations includes a task to indentify meaningful images of destinations and prompt the emotional visitor’s 
reactions. Positioning means the use of meaningful images to position a destination against the competitor’s 
destination. Cai’s model contains a positioning strategy, but also the Aaker’s model was based on positioning 
concept. Pike (2008) presented a scheme of brand positioning (Scheme 9 in appendix) as a source of 
competitive advantage, which is a good example of the interrelation of image, positioning, and competitiveness. 
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In the model of destination branding, Cai explained the process of implementation and placement of marketing 
strategy, differentiation and positioning; however, the model contained also some ideas transferred from the 
Aaker’s model.   

2.5. Konecnik’s  CBBETD model  

      Konecnik’s aim was to add into the model of brand equity new dimensions, which will improve the concepts 
of Keller’s model (CBBE model) and some dimensions of Aaker’s model. The attempt to shift the study focus 
of branding equity from the image and perception (Keller’s model) by merging of some concepts of Aaker’s, 
Kapferer’s and Cai’s models, inspired Konecnik to several academic discussions, which enlarged a view on 
branding (Konecnik & Go, 2008; Konecnik, 2006; Konecnik, 2004). The proposed conceptual CBBETD 
(consumer-based brand equity model for tourism destination) added to Keller’s dimension of CBBE model two 
components: perceived quality and loyalty (Scheme 10). In our opinion, those dimensions already existed in 
Keller’s model in the building block “brand resonance” (brand loyalty). Perceived quality has been defined by 
Keller (2003) as performance, features, confirmation quality, reliability, durability, serviceability, style and 
design and is incorporated in the building block “brand performance”.  Konecnik, similarly as Cai underlined 
the importance of image, awareness, quality and brand loyalty for the brand equity concept.  

Scheme 10: Conceptual model of the customer-based brand equity for TD 

 

 Source: Konecnik, M.,2006. 

     Konecnik and Gartner (2007) identified brand quality as main dimension of customer-based brand equity. A 
majority of former studies, concerning quality, has become a part of image studies, as for example the studies of 
Hunt (1975), Gartner (1986, 1989), Baloglu and McClearly (1999) and later Gallarza, Saura and Garcia (2002), 
Guthrie and Gale (1991), Chon (1992), Echtner and Ritchie (1993), Opperman (1996). The evaluation of 
attributes of quality complicates a character of tourism product in a tourism destination, which is predominantly 
service based. The character of tourism product, defined by Smith (1994) as the construct of the physical plant, 
service, hospitality, freedom of choice and involvement in the model, described the author as “the progression 
of elements from the core to the shell is correlated with declining direct management control, increasing 
consumer involvement, increasing intangibility, and decreasing potential for empirical measurement” (p. 587). 
The importance of experiences for tourists (consumers) and for the consumer’s perception of quality of products 
and services has been admitted by Murphy, Pritchard and Smith (2000); Mannel and Iso-Ahola, (1987) and 
Mayo and Jarvis (1981).   
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     Thus, when we discuss brand quality in a tourism destination, a meaning is the quality of attributes (products 
and services, environment, etc.) of destination, but for the visitors the most important seem to be social and 
cultural features of a destination. Based on the study of Mo, Howard & Havitz (1993), the result showed that 
“the destination’s environment was the primary factor (“Destination Orientation Dimensions”: e.g. social and 
cultural features), and the destination’s service infrastructure the secondary factor (“Travel Service Dimension”: 
e.g. transportation, food and lodging services) in the experience desires with the tourism product” (p. 44). The 
complexity of tourism destinations and the assessment of quality of tourism destination attributes in advance is a 
challenging process, for this reason, a brand becomes a representation of expected quality and diminishes a risk. 
Combination of functional and emotional values applied in branding of tourism services allows achieving better 
effect (Chernatony & Riley, 1999). Perceived quality corresponds to the brand value and means a subjective 
evaluation of the quality of services from the customer point of view. Lovelock and Wright (1999) admitted 
differences in the level of expectation of service quality. Desired levels of satisfaction tend to become different 
depending on the individual expectations. Another approach is setting the specific criteria for the quality of 
services, initiated by providers, which are called standards of quality. The recognition of quality by consumers, 
in the form of a specific brand, enables to implement the premium price, which adds to the brand equity. 
Zeithaml (1988) defined   perceived quality as an important part of brand value, which influences a consumer’s 
preferences. For this reason, service quality in tourism destination influences competitiveness of destinations 
and has an incremental impact on brand loyalty.  

     Brand loyalty means that consumers are satisfied and are interested to repeat their visits to tourism 
destinations. In other words, loyalty is satisfaction with a brand and commitment to the brand – emotional 
relationship with a brand, which represents some pattern of consumption. Intangible and emotional elements are 
the most important factors influencing brand loyalty.  The mentioned authors of brand equity model (Aaker, 
Keller, Cai, Konecnik, and Kapferer) omitted the importance of human factor as a component of marketing mix. 
A fact that services, as a major part of tourism product, depend highly on a human factor, the employees of 
tourism businesses as well as other type of businesses as part of destination infrastructure, have an influential 
impact on brand loyalty and brand equity.  

2.6. Boo, Busser, Baloglu Baseline Model 

     The model combines the destination brand awareness (DBA), destination brand image (DBI), destination 
brand quality (DBQ), destination brand value (DBV), and destination brand loyalty (DBL) and the model is 
depicted in the Scheme 11.  

Scheme11: Baseline model 

 

Source: Boo, Busser, Baloglu, 2009 
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Upon Boo et. al the most important characteristics in brand management is destination brand loyalty. The 
authors also proposed baseline model in the alternative form (Scheme 12).  

 

Scheme12: The Alternative model 

 
Source: Boo, Busser, Baloglu, 2009. 

Boo, Busser and Baloglu Baseline model seems to be similar to Aaker´s and Konecnik´s concept of brand 
equity. Despite its customer orientation, the concept of brand experience is an interesting concept of this model 
(DBEX) and the importance of experience for brand equity creation is incorporated in this model (The 
Alternative baseline model). This model seems to be the alternative for the improved assessment, evaluation and 
measurement of brand, despite of a fact that brand personality concept is not directly incorporated into a model 
(unlike Cai´s model).  

2.7. The implementation of models in different socio-cultural settings   

     A generalization and implication of managerial and marketing approaches in different social and cultural 
settings originates various specifics, for example, the managerial approaches, community responses, and the 
consumers’ responses. Models can help one to understand the phenomena in tourism, but cannot replace human 
decisions and fit all different socio-cultural milieu. For example, in a case of brand personality as a part of brand 
equity in different settings, Phau and Lau (2000, p. 131) mentioned that “understanding cultural meaning in the 
context of brand personality requires linking it to the cultural dimensions identified by Hofstede.” Foscht, 
Maloles, Swoboda, Morschett and Sinha (2008) similarly agreed that culturally diversified markets require 
different approach.  

      Hofstede (1980) recognized the existence of cultural and social dimensions that significantly influence 
management processes, for example the collectivism/ individualism, power distance, performance orientation, 
and masculinity/feminity in a society. Differences arising from these characteristics influence the 
implementation, perception, mutual understanding (consumers, community, employees) in a tourism destination. 
For example, collectivistic eastern cultures tend to be less attached to brands than do individualistic and 
success-oriented western cultures. Foscht et al. (2008) mentioned that in the predominantly collectivist societies 
ruggedness dimension in Aaker’s model was missing. Dimensions of preferences will influence a choice of 
functional and especially emotional (symbolic) attributes and attitudes among different cultures. Differences 
between eastern and western cultures also shape the managerial approach in branding. For this reason, the 
applicability of models of branding across different cultures might become an obstacle to the brand equity 
measurement.  
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     Yoo and Donthu (2001, 2002) measured brand equity by the implementation of a brand equity scale across 
several cultures. Similarly, Erdem (2006) studied changes in consumer choice and brand equity creation in 
multicultural settings and confirmed differences of brand perception in cross-cultural settings. One of the 
emerging questions is the applicability of models to different settings consisting of various entities – public, 
private sector, and a community – citizens living in a destination.  Cai (2002), Konecnik, and Gartner (2007) 
highlighted the importance of stakeholders’ collaboration in the implementation of branding and the interests of 
different stakeholders in a destination. Paucity, governance and power can be influential in branding efficiency 
and decisive points for the managerial implications of the branding principles into tourism settings. Each 
destination might be specific; however, some general rules could be applied based on the studied models and 
branding equity principles.  

In order to build a stronger consumer loyalty, confidence, and a long- term attitude, it also requires long-term co-
operation of stakeholders in a destination and to understand place marketing and place branding principles. Co-
operation and partnerships play an important role in different cultures, but might be approached differently. 
Important is the sustainability of partnerships because a partnership for ad-hoc reasons cannot create deeper 
relationships among a destination’s stakeholders and visitors. Destinations need to approach a concept of 
partnerships creation by being more strategic in pooling resources, sharing responsibilities, and developing of a 
marketing mix that will accept interests of all stakeholders.  

3. Results  

3.1. Comparison of models and their applicability   

     Kapferer’s brand pyramid or the identity prism model enables one to understand a creation of brands through 
a three-tier pyramid. Brand personality concept is the key component of effective branding. The concept of 
brand identity (personality) has been used similarly in the models of Aaker or Cai. The inclusion of this concept 
requires   growing competitiveness and over-communication among destinations, when brands can be easily 
copied. Hankinson’s model is suitable for tourism setting due to the service concept content and compound 
product concept and is familiar in place marketing conceptual frame and practical implementation in tourism.  

      Aaker’s and Joachimstahler’s brand equity model consists of brand loyalty, awareness, perceived quality, 
brand associations, and other proprietary assets and respects both perspectives of creation – consumer’s and 
managerial approach. The model belongs to the most systematic, comprehensive, and pragmatic models of 
brand equity, which allows capturing a congruity between destination image (self-image) and consumer-image 
construct. Aaker’s main argument for the brand equity models is that the attitude of consumers is insufficient for 
brand equity creation because consumer behavior is a multidimensional concept.  

    Keller’s consumer-based model applied a brand equity perspective from the consumer’s perspective by 
framing of six building block constructions – brand salience, brand performance, brand imagery, consumer 
judgment, feelings, and consumer-brand resonance. The synchronic interrelations of building blocks of Keller’s 
model have been designated as the most important pre-conditions for reaching the pinnacle - brand loyalty.  The 
Keller’s model is more useful for the assessment of brand equity perceived by individuals, but could be useful 
also in the destination context.  

   Cai’s destination brand equity model, similar to Aaker’s model, contains a dual perspective and admits the 
importance of brand identity (personality) in branding. Cai’s concept is based on the connection of brand 
identity, image (self-image), and consumer’s image, aims their congruence among those factors. Congruence 
can be achieved by the implementation of effective positioning and marketing strategies. Cai’s model is one of 
the most suitable for using the both perspectives (demand and supply side approach) for example in image 
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measurement, but this model was never used for practical tourism settings. It is a really positive characteristic 
that the model contains also brand identity concept; however does not discuss how to develop it. The proper 
understanding and use of the brand identity concept and demand and supply side approach implementation are 
crucial for tourism destination management and tourism branding success.  

     Similar to Keller, Konecnik proposed a model representing the consumer’s perspective of brand equity 
building – as a value for consumers. The model consists of brand awareness (brand recognition, brand recall, 
and familiarity with a brand), image, perceived quality, and brand loyalty. Two additional dimensions of 
Konecnik’s model as perceived quality and brand loyalty have been included in previous models under a 
different structure (in Keller’s model as brand resonance and brand performance). Stronger attention was 
focused on perceived quality due to the predominantly intangible character of tourism products and the impact 
of perceived quality on brand loyalty and brand equity. 

     Boo, Busser and Baloglu Baseline is similar to Aaker´s and Konecnik´s concept of brand equity. Despite its 
customer orientation, the concept of brand experience is an interesting concept of this model (DBEX) and the 
importance of experience for brand equity creation is incorporated in this model (The Alternative baseline 
model).  

     As a result of comparison of models and their components we tried to create a modified model based on the 
discussed model (Boo, Busser and Baloglu model, Konecnik and Cai model especially for tourism settings) with 
the aim to combine the supply side and demand side perspective and incorporating the brand identity concept.  

 

 Universal model of brand equity (DBA – Destination Brand Awareness, DBI- Destination Brand Image, DBQ – Destination Brand Quality, DBV 
– Destination Brand Value, DBL – Destination Brand Loyalty.  

Source: amended from the formerly discussed models, own presentation.   

    The final outcome of this comparison of different models is the following table (Tab.1) containing the studied 
models (chosen by own suggestion and advice of experts), major dimensions of models, characteristics. 
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Tab. 1    The comparison of discussed models of brand equity and their characteristics 
Model  Items (Dimensions) Production 

based  
Tourism 
based  

Supply 
side  

Demand 
side  

Versatile  
(both sides perspective) 

Aaker’s model 
 
 
 
 
 
 

Keller’s model 
(CBBE) 

 
 
 

 
 

Cai’s model 
 
 
 
 
 

Konecnik’s 
model 

 
 

Boo’s, Busser’s 
and Baloglu 

model 

Perceived Quality, Name, 
Awareness, Brand recognition, Brand 

recall, 
Brand Associations, Brand Assets, 

Brand Loyalty 
Brand Awareness 

 
(Brand recall, Brand recognition), 
Brand Knowledge, Brand Image 

(Uniqueness of Brand, Strength of 
Associations, Attributes), 

Favourability of Brand (Attitudes) 
 

Market associations 
Induced image 

Attributes 
Attitudes 

Brand Identity 
 

Awareness 
Image 

Perceived Quality 
Loyalty 

 
Awareness 

Image 
Quality 

Destination brand value 
Brand loyalty 

Brand experience 

X 
 
 
 
 
 
 

X 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 

X 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
X 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 

X 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 

X 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

X 
Source: own comparison based on studied models  

3.2.  The implementation and constraints of measurement of brand equity   

     In order to explain the principles and methods of measurement and implementation of brand equity, some 
authors such as Myers (2003) mentioned the importance of understanding brand equity as it involves consumer 
perception and consumer behavior. The latter was defined by Biel (1992) as being influenced by consumers’ 
image and perception of a place, incorporated in a brand. Thus, the blending of both concepts – consumer 
perception and consumer behavior - is crucial for the brand equity effect. It might be crucial not only to 
understand the brand equity principles discussed in several models below, but also to explain possibilities of 
measurement. However, these measurement principles are again based on production environment. Despite of it, 
there might be some ideas of further usefulness also for tourism settings. This was also one of motives of our 
discussion.  

      Yoo et al. (2000), Yoo and Donthu (2001, 2002), Washburn and Plank (2002), Netemeyer et al. (2004) and 
Pappu et al. (2005) presented and tested empirically the scales for the measurement of brand equity. Some 
authors, such as Erdem et al. (2006) discussed an economic paradigmatic approach and measurement specifics. 
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You and Donthu (2001, 2002) recognized the complications with the cross-cultural implication of measurement 
scales of brand equity across different cultures. 

     The approaches to measurement can be divided into the measurement focused on the mind of customers and 
the measurement of market behavior. The second approach is based on the characteristics of the components of 
brand equity, which are incorporated in the models of brand equity, e.g. brand awareness, image, brand 
associations, and brand loyalty. This approach has been defined by Erdem et al (1999) as being a component 
based. A component-based approach has been used in models of brand equity by Keller (1993, 1998), Aaker 
(1991, 1996), Cai (2002), and Konecnik (2006, 2007). The holistic utility-based concept was mentioned by  
Swait (1993), Park and Srinivasan (1994), and Kamakura and Russel (1991). The difference between 
component-based and holistic approaches involves logistics and results. In component- based approach are 
measured the individual elements of a model, and the holistic measurement leads from the specific to the overall 
measurement. Holistic approaches are used for financial value assessment in a business environment, which is a 
main distinctive characteristic. For this reason, in the studies of tourism destination brand equity, a component-
based approach has to be applied. Another classification of the holistic or component-based approach is direct 
or indirect, but the former classification means the use of financial measures and the latter is more suitable for 
branding management, due to easier measurement. The use of parametric and measurable approaches leads to 
stronger accuracy in brand management and avoids results based only on assumptions; however, both 
approaches – parametric and non-parametric are used.  

     To discuss the component- based approach to brand equity measurement, Erdem (1999) admitted that both 
Aaker (1996) and Keller (1998) used in their models of brand equity awareness measures (e.g. recall and 
recognition), beliefs, and attitudes. The problem is that some mental processes seem to be more important than a 
measurable awareness, and the importance of indirect measures might be crucial for research and measurement 
of brand equity in the future.  

     Wang, Wei and Yu (2008) criticized that constructs in Keller’s model are not operationalized and describe 
only a relationship of components, and Aaker’s model requires an  empirical research to prove a validation.  
Churchill (1979) agreed that quantification of attributes by assigning numbers to objects might be a challenge, 
and mentioned the possibility to avoid complications in the construct measurement (for example attitude) by 
applying the multi-item measures, which will be discussed later in the association to the Keller’s model of 
consumer-based equity and its measurement.  

     Churchill (1979) critically approached the measurement of marketing constructs by stating that “most of our 
measures are only measures because someone says that they are, not because they have been shown to satisfy 
standard measurement criteria (validity, reliability, and sensitivity)” (p. 64).  In the measurement of efficacy of 
models brand equity has to be acknowledged the purpose of this measurement. Measurement of brand equity is 
crucial for the effectiveness and efficacy of branding because brand managers´ decisions depend on the 
empirical results and the economic and especially financial outcome of branding. The reason of investment of 
enormous financial and other resources into branding is to be profitable; for this reason branding has to bring a 
return of investment, and this return has to be measurable, even in the long-term perspective. In comparison to 
the production sector, branding, similarly as marketing, has a longer period for return of investments.  

     In branding, consumer benefits need to be taken into account, and some authors stressed the opinion that 
brand equity is determined by a consumer (Farquar, 1989; Crimmins, 1992). Measurement of consumer-based 
equity seems to become even more complicated due to a separation from the brand, intangible character of 
branded components of the tourism destination, and the emotional essence of brands. The microenvironment of 
tourism destination, consisting of natural environment, services (hotels, restaurants), attractions, infrastructure 
and local residents, and macroenvironment (economic, political, social environment), seems to be too 
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complicated for consumers to evaluate it in advance or to create a clear picture of it even during a visit. Some 
evaluation and recollection processes occur after the visit of a destination.  

     Brand equity creation and measurement seem to be a question of a patient approach, strategic, mostly based 
on the evaluation of the intangible characteristics, which create the brand equity. Brand equity of services and 
its measurement is still underdeveloped, which complicates the construction of brand equity models applicable 
in tourism (predominantly rooted in a service industry), which is another constraint of the effective 
measurement. Additionally, there exists lack of empirical research on the equity in a service sector. The efficacy 
and measurement of the models of brand equity influences a fact that originally have been those models (as for 
example Keller’s or Aaker’s model) constructed for the production environment and only later have been some 
principles implemented into the tourism settings. The complication with the measurement of brand equity and 
the understanding the concept discussed Ambler (2003); and the authors Darvasula et al. (1993) and Mavendo et 
al. (2003) criticized the testing methods applied for the measurement appropriateness, which need to be more 
rigorous. 

     In operationalization (efficacy) approach and measurement exist two main brand equity approaches, i.e., 
from the consumer perspective, or managerial perspective. The authors (Aaker, 1991; Keller, 1993; Biel, 1992; 
Farquar, 1989, Cobb-Walgren et al. 1995) are still not consistent in the approach if the consumer based, 
managerial perspective, or the holistic view are the ideal base for the implementation of brand equity and 
especially a measurement. Biel (1992) commented that the behavioral measures are unable to reveal what is in 
the mind of consumers and originates the brand equity. Measurement of brand equity, the implementation of 
models in the managerial practice, and the use of both measurements in the brand equity evaluation has been 
discussed by Keller (1993) and Aaker (1991), Mackay (2001), Agarwal and Rao (1996), Cobb-Walgren et al 
(1995), Sinha and Pappu (1998), You and Donthu (2001, 2002), Yoo et al (2000), Park and Srinivasan (1994), 
Farquar (1990), Krishnan and Hartline (2001).  

     Krishnan and Hartline (2001) commented on direct and indirect measures of brand equity, which are based 
on assessment principles. Both measures have already been discussed in the  association with  the possible 
constraints of measurement.  In the direct approach exists direct assessment of added value, but the models of 
brand equity apply, due to their managerial usefulness and acceptance and better control, the indirect 
measurement of brand equity. 

     Value of brand or direct perspective represents the financial perspective or the evaluation of a brand, 
especially in the production environment (Brasco, 1988; Mahajan et al. 1990; Shocker and Weitz, 1988) where 
it is easier to perform financial measurements of brand equity benefits. However, tourism destinations are 
heterogeneous entities built up from various components – natural, historical, business - oriented, community; 
for this reason, direct equity measurement is really challenging.  

     Indirect measurement seems to be more practical and useful for brand managers; however, the academics 
dealing with measurement of brand equity did not find a consensus on the content of indirect measurement tools. 
Aaker (1991) suggests to use, for example, of repurchase rates, switching costs, level of satisfaction, brand 
preference, and perceived quality of services as the main dimensions of indirect measurement. Keller (1993) 
prefers the concept of brand knowledge and the use of top of - mind recall, free association, ratings of 
evaluations and beliefs of associations. Winter (1991) prefers the measurement of share of mind and esteem, 
perception of quality, willingness to continue to purchase, level of commitment, profit potential, awareness, 
liking, and perceived quality. Agarwal and Rao (1996) and Mackay (2001) similarly agree that measurement of 
awareness (brand recall) is not relevant to brand choice measurement, probably because to recall a brand does 
not actual equate with using it.  
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     A combination of measuring tools used for single items and complex brand equity would be ideal for 
measurement of brand equity. Despite the complicated character of direct measurements, some authors 
recommend the combination of direct and indirect measures. For example, Agarwal and Rao (1996) combined 
direct measures -  brand preference and purchase intention and indirect measures – unaided recall, familiarity 
(awareness), attitude constructs (weighted attribute, value for money, and quality of brand name).  

     Creativity and innovation in combination with other measures seems to be a benefit for brand equity 
assessment. In the future, brand managers will find the information such as market share indicators, which are 
more efficient at measuring of market behavior than the value for money, because consumers tend to express 
their implicit preferences based on price premium and not on decreased price levels and the brand quality. 

     Conceptual models of brand equity, for example Aaker’s, Keller’s or Konecnik’s models focus on a set of 
specific dimensions (for example awareness, loyalty, perceived quality, etc.), but the proposed measures and 
some concepts are different. However, some authors such as Yoo and Donthu (2001) have attempted to create 
an universal scale that can be used in multicultural settings. Despite their concept has been acknowledged by 
other academics (Washburn & Plank, 2002), the dimensions of measurement of brand equity are still open to 
further research (Sinha & Pappu, 1998). Thus, the application and measurement of models of brand equity and 
the empirical research of consumer- based brand equity require further attention of academics and practitioners.  

4.  Conclusion 

     The application of branding principles in tourism destinations has emerged questions concerning a transfer of 
value incorporated in brand equity in order to improve competitiveness of tourism destinations. Academics 
developed a variety of models of brand equity, which embraced a number of insights into their applications; 
however, these models were predominantly constructed for production environment. A change of perception of 
brands from the brand-centric managerial perspective to the relationship perspective requires more information 
from consumers with the aim to understand their motives of consumption. A shift from classical marketing and 
branding theory to place marketing and branding signified by the relational and network marketing paradigms 
and alternative branding perspectives (relational branding) demarcated contemporary development in marketing 
and branding. 

     The models of brand equity, discussed above, contained different approaches to the construction and 
measurement of brand equity, however, some common features were similar. Disparities exist in the focus of 
those models, for instance, some models are dealing with the consumer-based brand equity, which means the 
incorporation of consumers´ perception of brand equity. More versatile models merge both dimensions – 
consumers´ perception and tourism destination perception, which is more demanding on measurement, but 
allows capturing the complexity of destination brands. Some academics developed sophisticated models, which 
contained holistic approach to branding equity creation, but were not able to explain measurement and 
implementation of models.  

     Brand equity measurement in tourism destinations is based predominantly on indirect measurement of 
components, which is focused on consumer perception and behavior. The implementation and efficacy of 
models of brand equity, due to epistemological complications and measurement constraints, need to be tested 
and proved, especially in tourism destinations settings, however there exist the possibilities of transfer of 
specific approaches to measurement of brand equity from the production environment, which has been 
discussed in the paper. This attempt, however, might be a real complication due to the fact that tourism 
destination is a composite product built up from various components as the natural environment, services, 
internal and external environment of destination and governed by the private and public sectors. These factors 
might complicate measurement of brand equity. Moreover, disputable is the application of models in real social 
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environments, communities, destinations, in different cultural settings. Despite of it some principles of the 
discussed models could be useful for development of own framework and measurement constructs for tourism 
destinations generally.  

      Speaking about tourism destinations, new dimensions and factors, which might be important for consumers 
allowing them to express their individual preferences and life style, tend to become more evident in consumer 
behaviour patterns. It opens new avenues to creativity, innovation and the application of component based 
measurement with the application of mental processes and indirect measures of brand equity. Brand managers 
could be able to mingle the information such as market share indicators and value for money. The former, based 
on this statement discussed above, is more efficient at measuring of market behavior than the value for money, 
which has been used in market behavior measurement. Ideal could be a combination of direct and indirect 
measurement of brand equity, which has been recommended by some authors and discussed in the article. New 
sources of value and equity rooted in non-material components (creativity, innovation) raise more attention and 
require further research and managerial practices. Results of the research indicated that the models of brand 
equity suitable for tourism destinations are still not fully explored and developed and further research and 
investigation is needed, especially in the area of brand equity measurement and the benefits of branding in 
tourism regions, cities, countries.  
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Appendix: 

Scheme 9: Brand positioning as a source 

 

Source: Pike, 2008. 
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【 研究ノート 】 

観光圏に関する文献研究 
Literature Reviews of Tourism Zone. 

 
近藤 祐二 ∗ 
Yuji Kondo 

 
【要  旨】 

 わが国の政策として，観光圏取り組みの重要性と観光圏を一元的に取りまとめる組織の重要性に関して国内の

研究者が海外の事例を取り上げた先行研究を検討。第Ⅱ章では観光圏の概念整理と海外の事例を取り上げた論文

をレビューした。観光圏政策の課題と一元管理する組織の重要性を検討した。第Ⅲ章では今度のアプローチの方

法を検討した。 
 

Keywords：観光圏、観光政策、DMO 

 

Ⅰ．はじめに 
 「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」（以下，観光圏整備法と略

す）は観光立国推進基本計画が定める「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」を実現するた

めの仕組みづくりをおこなう政策の根拠法として位置づけられ，「観光圏を構成する観光地相互

間の連携による観光地の魅力と国際競争力を高める」ことをその目的としている。同法は 2008 年

5 月 23 日に(平成 20 年)法律第 39 号として公布され同年 7 月 23 日に施行されたが予算獲得のた

め政策主導で始まった施策に乗り遅れまいとする自治体が多く手を挙げた結果，49 もの観光圏が

乱立した状態となり多くの観光圏が認定されたものの，認定された観光圏の進捗状況に格差が見

られるとして。2012 年 12 月 27 日に観光圏整備法（平成 20 年法律第 39 号）に基づく「観光圏

の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針」が改正された。 

わが国への観光需要に目を向けて見ると，訪日外国人客は増加しているが国内での訪問先はい

まだ限定されている。観光庁の宿泊旅行統計調査（平成 27 年・年間値（確定値））によると，東

京・大阪・北海道・京都・沖縄・千葉・福岡の上位 7 都道府県で全体の約 7 割を占めている。第

二次安部内閣の観光による地方創生を推し進めるため，またより経済成長が期待できる観光分野

を伸ばすためにも地方へ訪日外国人客が流れる仕組みを作り地域の雇用を確保し，それを継続的

に発展させればならない。 

わが国では地方に見られる観光地の多くは団体観光客向けの「通過型観光地」として機能して

きており，家族や小グループ向けの「滞在交流型観光地」として観光客の要望に十分に対応でき

ていないのが現状である。小さなエリアの観光地が独自でこのようの要望に答えていくには限界
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があり同じ問題を抱えている周辺のエリアと連携していくこと，地域経済の発展のためには周辺

のエリアに連携させることにより，国内観光客はもとより海外からの観光客にも滞在・交流を促

進していくことが重要である。そして，観光産業は多くの他業種とのかかわりがあり，商・工・

農水・交通などの業種との連携が必要でそれらを取り持つ官と民の連携も求められる。従来型の

地方観光振興の推進役は観光行政と観光協会であったが，地方での観光振興は多くの利害関係者

の合意のもとにすすめられており各所の責任が明確でなく，観光振興の推進を担う専門人材が不

在で地域でのマネジメント機能が働いていない。そのため，観光関連の関係者が一体となり，一

元的に取りまとめる組織設置の必要性も求められる。 

本稿では政策としての観光圏の重要性と観光圏を一元的に取りまとめる組織の重要性 を国内

の研究者が海外の事例を取り上げた先行研究から広域観光研究におけるアプローチの方法を検討

にすることである。 

 

Ⅱ．観光圏の取り組み 
1． 観光圏の概念整理と海外の事例 

観光圏整備法により「観光圏」とは滞在促進地区が存在し，かつ，自然，歴史，文化 

などにおいて密接な関係が認められる観光地を一体とした区域であって，当該観光地相互間の連

携により観光地の魅力と国際競争力を高めようとするもの，と定義されている。武田（2008）に

よると，観光圏整備法は歴史，文化，自然，食等の特色を生かした広域的な観光地の連携を促す

ことで，二泊三日以上の滞在であっても十分に楽しめる様な面的な観光地づくりを促進すること

を目指している。 

阿部（2008）はドイツにおける観光振興の取組である「ロマンティック街道」を地方が一体と

なって営業力やブランド力を高める先進事例として評価しておりわが国の「観光圏整備法」が目

指すモデル例として位置づけている。 

観光圏の文言は使用されていないが，海外の広域観光研究例として橋本（2008）は英国ウェー

ルズにおける「広域観光モデルコース」の検証において，観光回遊を誘導する手法として，英国

を代表する画家の足跡をたどり，歴史遺産や自然景観をめぐる「足跡法」の有効性を述べている。

これは我が国では松尾芭蕉の「奥の細道」の足跡をたどるようなコンテンツツーリズムの展開を

示唆している。 

わが国に目を向けた先行研究でも前原（2010）は広域観光ルートを形成するためには，複数の観

光地を結ぶ共通「テーマ」と観光地と観光地を結ぶストーリー展開が不可欠と指摘し，広域観光

圏形成のために NHK 大河ドラマの撮影地を活用することを例に挙げ有効性を主張している。 

観光圏に関する海外の立法事例では，萩原（2010）は，イタリアで 2001 年に見直された「（2001）

観光基本法」第 5 条が提示した「地域観光圏」を同法の重要な革新としている。これはコムーネ
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や県といった行政単位を越えた観光地のまとまりを州政府が指定し振興策や支援措置を行うとい

うものであり，これまで製造業に限定した優遇措置のために設けられていた「企業へのインセン

ティヴのための単一基金」を観光関連の企業にも振り向けることになった。観光関連業だけでな

く商工・手工業省下に設けられる財源も地域観光圏振興に向けられるようになっている。 

滞在交流型観光地の整備は世界的な潮流であり，また，観光産業は多くの他業種とかかわりがあ

り，商・工・農水・交通などの業種との連携が必要でそれらをうまく運用できる政策や法整備も

世界各国で進められている。 

 

2． 観光圏政策の課題 

観光圏整備法は「観光圏を構成する観光地相互間の連携による観光地の魅力と国際 

競争力を高める」ことをその目的とし，2008 年 5 月 23 日に(平成 20 年)法律第 39 号と 

して公布され同年 7 月 23 日に施行されたが予算獲得のため政策主導で始まった施策に 

乗り遅れまいとする自治体が多く手を挙げた結果，49 もの観光圏が乱立した状態とな 

った。 

高坂（2014）は全国で観光圏 49 圏が乱立し，政策資源の分散投入が余儀なくされた 

ため，十分な成果を上げることができなかったと指摘する。また，観光は独自資源を活用して自

発的に集客を図る活動であり，中央省庁が企画し全国一律に適用させるような施策はなじまず，

個体を重視した支援体制が有効であるとしている。 

これまで，各地方単体でも予算化して外部人材を登用し「まちおこし」など様々な取組がなさ

れているが，高坂（2014）は従来の取組の問題点として，短期派遣による地元コミュニティ向け

の意識啓発活動大半を占め，観光振興経験の浅い地域に職人肌的なコンサルタントが個人的成功

体験に基づく講演やアドバイスばかりで地域の課題解決などの実践的支援がなされていないと指

摘している。地域の自発性，主導性を尊重しつつ先進事例を上手く伝達できるような仕組みづく

りが求められている。 

同じく，高坂（2014）はアメリカのメインストリートプログラムを例に挙げ，欧米の地域活性

化スキームが，成功体験をそれ以外の地域に伝達し支援する現場主導の自発的連携方法論や持続

可能な組織が確立されているとしている。 

松山,松田,加治屋（2008）は外国人ドライブ観光に関する実証実験を踏まえて，諸外国で展開

されている様々な取り組みを分析した結果，沿道景観や文化遺産を有しているもののその地域の

人々の内発的な取り組みや関連組織による積極的な広報，印象的なアクティビティーの充実，旅

行スタイルの戦略的提案が行われていることが現在の「街道プログラム」に繋がっている。それ

らを先進事例とし，北海道においてもこれらの諸外国の取り組みを参考にすることが必要と指摘

する。 
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3．一元管理組織の重要性 

二神（2010）は英国の「VICE モデル」を例に挙げ，観光地マネジメントはデスティネーショ

ンを構成する要素を統合的かつ効果的に管理し，その地を訪れる人に対して観光体験上の価値を

最大限にすると同時に，地域に対する利益還元と持続可能性を確保することと定義。多くの利害

関係者を統合し観光戦略を実践指揮していく中核の観光地マネジメント組織（Destination 

Management Organization）の存在が重要になると指摘する。同モデルは，その後英国の持続可

能な観光政策において中央政府から地方自治体レベルに至るまでの観光政策に一貫性を持たせる

基本的な枠組みの役割を果たしてきた。 

また，山崎治（2014）も英国は観光を取り巻く環境が我が国と似ており，2020 年にオリンピッ

ク開催が決まった日本にとって参考となる情報が期待できると述べており，地域の利害関係者の

調整役として DMO の存在を重視している。 

 

Ⅲ．おわりに 

加藤（2015）は観光振興のコンセプトは行政や観光関連事業者中心の「旅行振興」から，他産

業や住民なども一体になって旅行者を受け入れる「観光地域づくり」へと変化し，様々な関係者

が参画・連携可能な分野横断型組織の必要性が認識されるようになってきたと指摘し，今後全国

で「日本版 DMO」の普及することが望まれる。 

「日本版 DMO」について，形成･確立の取組については，「日本再興戦略」改訂 2015」 

（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）及び「観光立国実現に向けたアクションプログラム 2015」

（平成 27 年６月観光立国推進閣僚会議決定）において，観光振興施策の重要な柱として明確に

位置付けられ，「まち･ひと･しごと創生基本方針 2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）では、

「欧米の先進事例も踏まえ、望ましい機能を備えた日本版ＤＭＯを早急に育成する」とされ動き

出したところである。 

今後急速に普及するこの｢日本版 DMO｣と海外の「先進 DMO」の実態を比較分析することで，

さらに｢日本版 DMO｣にもとめられる役割を明らかにすることを今後の研究対象としたい。 
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【ABSTRACT】 
The current article reviews the preceding research, focusing on foreign case studies conducted by 

Japanese researchers. They, as a policy of our country, emphasize the importance of efforts in the tourism 
zone and the organization that has a collective control in it. Chapter II reviews articles that take up a 
concept of tourism zone and its examples taken in overseas. It, then, examines the challenges of the policy 
in the tourism zone and the importance of the organization that takes a collective control. Finally, Chapter 
III evaluates the methods of future approaches. 
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紀要「森下財団紀要」 

－投稿規程－ 

制定 ２０１５年８月１６日 

 

１．掲載原稿の原則 

（１）掲載原稿は、依頼原稿と投稿原稿に分けられ

る。 

（２）投稿原稿のカテゴリーは、原則として「論文」

「論説」「研究ノート」｢調査報告｣「講演記録」「そ

の他」とし、依頼原稿においては、編集委員会にお

いて適当なカテゴリー設定をできる。また、投稿原

稿については、上記のカテゴリーでは適応できない

と判断できるものについては、執筆者と編集委員会

において適切なカテゴリーの設定をできる。 

（３）掲載原稿は、日本語、又は英語によるものとす

る。但し、事前に編集委員会が認めたものはこの限

りではない。 

（４）依頼原稿は、編集委員会における編集方針のも

と編集局より依頼する。 

（５）投稿原稿「論文」については、査読に付す。「論

文」以外のカテゴリーの投稿原稿については、編集

委員会が必要と認める場合は査読に付す。 

（６）執筆要領については別途定める。 

（７）原稿の掲載について判断は編集委員会で行う。 

（８）掲載原稿は、電子化・公開する。 

（９）事務局が特約を締結した場合を除いて、掲載原

稿の著作権は京都大学名誉教授森下正明研究記念

財団に帰属する。但し、執筆者自身は、当該原稿に

ついて自由に利用できる。なお、その場合、利用箇

所、掲載誌、発行年月等を速やかに事務局に報告し

なければならない。 

 

２．投稿の条件 

（１）原稿は未発表のものに限る。但し、既掲載であ

っても編集委員会もそれを認め、現掲載箇所を示し

た場合はその限りではない。 

（２）投稿原稿は、京都大学名誉教授森下正明研究記

念財団の構成員又はその指導する大学院生若しく

は大学院修了者、及び財団理事の推薦のある者によ

るものとする。共著の場合は、筆頭著者が当該要件

を満たす必要がある。 

（３）京都大学名誉教授森下正明研究記念財団の構成

員の指導する大学院生又は大学院修了者が投稿す

る場合、京都大学名誉教授森下正明研究記念財団の

構成員たる指導教員の承認を得なければならない。

当該指導教員は、その承認を与えるに当たり、本紀

要の掲載に耐えられる内容であることを確認しな

ければならない。 

 

３．投稿原稿の内容 

 当面、観光に関する研究とする。ただし、編集委員

会が認めた場合はこの限りでない。 

 

４．投稿原稿の採否 

投稿原稿は、編集委員会が必要と認める場合は査

読に付す。査読実施の要領については以下に示す通り

である。 

（１）査読は、２名で行う。査読者は編集委員会にお

ける協議の上、編集局より依頼する。なお、査読者

のうち最低１名は京都大学名誉教授森下正明研究

記念財団の構成員とし、京都大学名誉教授森下正明

研究記念財団の構成員以外のものに査読を依頼す
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る場合は、編集委員会は京都大学名誉教授森下正明

研究記念財団の趣旨及び査読要領を了解できる者

を選任することとし、編集局は査読者に対してその

旨周知する。 

（２）査読者は、次の点に留意して査読をする。 

 １）原稿条件に合致しているかどうか 

 ２）誤字、脱字がないかどうか 

３）他の文献等からの無断引用、剽窃、出典の不記

載など著作権をしていないかどうか 

 ４）執筆要領に反していないかどうか 

５）著しく論理性を欠くなど掲載に耐えられないも

のでないかどうか 

６）査読者との見解の相違や新規性のある着眼点で

あったり、提言、発想等であることにより成熟性

が欠けることを理由に、当該原稿を否定したり、

新たな展開の可能性の芽を摘んでいないかどう

か 

（３）査読者は、投稿原稿につき、「掲載」、「修正後掲

載」、「改稿後掲載」、「不掲載」の判断を編集局に通

知する。また、査読者は「修正後掲載」の場合その

箇所を、「改稿後掲載」の場合はその理由及び改稿の

ための指針、「不掲載」の場合はその理由を付して通

知しなければならない。編集局はその結果を執筆者

に通知する。なお、「掲載」はそのまま掲載を可能し、

「修正後掲載」は、修正個所が修正されているかを

編集局で確認の上掲載する。この場合この時点で

「掲載」と判断されてものとする。また、「改稿後掲

載」については再度査読に付す。 

（４）２名の査読者のうち１名が「掲載」と判断した

場合は、掲載を認めるものとする。但し、執筆者に

おいては、他の判断の理由を考慮してその範囲にお

いて一部改変することを可能とする。 

（５）上記にかかわらず「掲載」が認められない場合

は、執筆者は編集委員会に異議申し立てをすること

ができる。但し、京都大学名誉教授森下正明研究記

念財団の構成員の指導する大学院生又は大学院修

了者が異議申し立てをする場合、京都大学名誉教授

森下正明研究記念財団の構成員たる指導教員の承

認を得なければならない。 

（６）前項の場合、編集委員会は、査読者及び執筆者

の主張を考慮して、掲載についての判断を行う。 

 

５．投稿手続き 

投稿者は、Microsoft Word（97より新しいバージ

ョン）、及びPDF形式の電子データを本財団編集委

員会宛に提出する。 

 

６．経費負担 

 当面、投稿料は徴収しない。ただし、図版の作成し

直しや特殊な印刷を必要とする場合、著者に実費を請

求する。 

 

７．校正 

 著者校正を原則とする。必要に応じて編集委員会が

校正を行う場合がある。 

 

８．抜刷 

 抜刷については、希望者は３０部３０００円にて購

入できるものとする。それ以上必要な場合は、実費１

部につき１００円請求する。 
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紀要「森下財団紀要」 

－執筆要領－ 

制定 ２０１５年８月１６日 

 

１．原稿の構成と書式 

 投稿する原稿の執筆に当たっては、原則として

Microsoft Word（97より新しいバージョン）を用いて

作成すること。 

また、原稿は A4 用紙を用い、表紙・本文・注・参

考文献・図表・要旨で構成する。各構成要素の書式は

以下のとおりである。 

（１）表紙：表題・著者名・所属（原則1つ。ただし

編集委員会が認めた場合はこの限りでない）・キーワー

ド（5つ以内。ただし論文、論説、研究ノートに限る）

を日本語と英語で記載する。書評については、キーワ

ードのかわりに対象論文、書籍の書誌情報を原著の言

語で記載すること。また、投稿原稿の種別についても

明記すること。 

（２）本文：日本語の場合、横書きで1頁あたり40行

×40字で作成する。外国語の場合はこれに準じた分量

で印刷すること。 

（３）注：番号順に掲載し、本文中の該当箇所に番号

を付すこと。使用しない場合は省略することができる。 

（４）参考文献：書籍の場合は「著者名・書名・出版

社名・発行年」、論文の場合は「著者名・論文名・雑誌

名・巻号・頁・発行年」に関する情報を必ず記載し、

アルファベット順に並べて掲載すること。ただし、文

献の挙示は著者の採用する方式に準拠するものとする。

使用しない場合は省略することができる。 

（５）図表：本文中に出てくる順に、注とは別に番号

を付与し、本文中の該当箇所にあらかじめ表示するか、

該当箇所を指示すること。ただし、図と表の両方を使

用する場合は、それぞれで番号を別に付与すること。

使用しない場合は省略することができる。 

（６）要旨：日本語の場合は400字以内、英語の場合

はこれに準じた分量とする。なお、論文・論説に限り

日本語と英語の両方の要旨を記載するものとする。ま

た、英語での論文・論説については投稿者の了承を得

て、編集委員会にて邦訳する。 

 

２．原稿の分量 

 刷り上がり頁数で、12頁を上限頁とする。この長さ

を超えるものでも、編集委員会が必要と認めた場合は、

掲載することがある。 
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一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究

記念財団の紀要『森下財団紀要』は、第２号を発

行することができました。昨年創刊し、継続して

発行できたことが、編集委員としてまずは安堵し

ております。今回は、査読対象の論文を３本掲載

でき、そのうち１本は海外から投稿いただきまし

た。また、研究ノートも１本掲載しています。な

お、今回も、台湾・天主教輔仁大學餐旅管理學系

の蘇哲仁教授に Preface を寄稿いただきました。

本財団に対するご支援まことにありがたく存じ

ます。さて、今号の査読対象の論文は、６本応募

がありましたが、そのうち３本は残念ながら、査

読後掲載が見送られることになりました。改めて

充実させて掲載されることが期待されます。 
本号の発行も財団代表理事である丸山政行氏

と編集委員、編集局として活躍していただいた大

島知典氏に負うところが大きく、深く感謝いたし

ます。また、個々の名前は挙げられませんが、短

い期間で査読をお願いした先生方には、的確なご

指導をいただき本号の完成に大きくご尽力いた

だきました。この場を借りて御礼申し上げます。 
本 財 団 は 、 Euro-Asia Tourism Studies 

Association （ETASA）や旅行ビジネス研究学会

と緊密な関係をもち、これらの学会から得られた

成果も本紀要に掲載していきます。次号以降も、

皆さまの積極的な投稿を期待しております。（編

集委員長 廣岡裕一） 
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